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第 １   監  査  の  概  要 

 
 
 地方自治法第１９９条第７項の規定による財政的援助団体等の監査を次のとおり実施

した。 
 
１ 監査の実施時期 

   平成１９年７月から平成２０年２月まで 
 
２ 監査の対象機関 

県が資本金等の４分の１以上を出資している団体等及び補助金、負担金、貸付金、

損失補償等の財政的援助を行っている団体（補助金等交付団体）並びに公の施設の

管理を指定している団体のうち７５団体（施設）について実施。 

区  分 出 資 補助金等交付
公の施設の

指定施設 計 

財団法人・公社 １４  ８    １１ ３３（１５）

社団法人    １  ４     １ ６ （５）

学校法人     ６  ６ （６）

社会福祉・医療法人    ５    ４ ９ （９）

商工会議所・商工会   １１  １１（１１）

ＮＰＯ法人        １ １ （１）

株式会社・共同企業体    １   ７    ２ １０ （９）

その他  １８     ２ ２０（１９）

     計 １６ ５９   ２１  ９６（７５）

    （注）・数値は団体等数で、（ ）は重複を除く実団体等数 
       ・「その他」は、森林組合、土地改良区、農業協同組合及び任意の団体 

 
３ 監査の着眼点 

監査の実施に当たっては、団体の運営や事業の執行及び施設の管理が関係法令、

規則及び要綱等に則して適正に行われているかの観点に加え、 
（１） 出資団体については、経営が適切、良好に行われているか 
（２） 補助金等の交付団体については、その目的に沿って事業が適切かつ効率

的に執行されているか 
（３） 公の施設の管理については、運営及び財産管理が適切に行われているか 

などを着眼点とした。 
  
４ 監査の実施方法 

団体及び所管課の平成１８年度事業及び経理執行を中心に監査を行うとともに、

施設、設備の整備及び管理については、現場確認を併せて行った。 
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第 ２  監  査  の  結  果 

 

 

出資団体及び補助金等交付団体における出納その他の事務並びに公の施設の管理は、

それぞれの目的に沿っておおむね適正に行われていると認められた。 

しかしながら、一部において、次のような指摘事項が認められたので、所管課並びに

団体に対し是正又は改善を要する旨の通知を行った。 

 

１ 重要な指摘事項 

（１） 出資団体関係 

継続分の道路占用料に係る収入調定で遅延しているものがあった。 

【道路課（佐賀県道路公社）】 

 

調定時期    平成１９年１月 

調定すべき時期 平成１８年４月 

調定額     1,868,521円 

 

（２） 補助金等交付団体関係 

補助事業で取得した財産が、土地改良区の財産として管理されていなかった。 

【農地整備課（鹿島市土地改良区）】 

 

補助事業で取得した土地改良施設(水路のフェンス)等が、鹿島市土地改良区会

計細則に定める土地改良施設台帳、固定資産台帳に記帳されず、また、鹿島市土

地改良区の決算書に取得財産として表示されていなかった。 

補助事業で取得した財産 

   ・ 水路フェンス   2,005,500円 

   ・ パソコン一式     970,830円 

   ・ 賦課金会計ソフト  670,000円 

   ・ ＧＩＳシステム  8,515,000円 

       合  計   12,161,330円 

 

（３） 公の施設の指定団体関係 

  ① 指定管理者に対するもの 

   ア 休館日の運用で不適正なものがあった。 

【障害福祉課（社会福祉法人佐賀ライトハウス）】 

 

      佐賀県立点字図書館設置条例施行規則第４条の規定により、休館日は、月

曜日及び１２月２９日から翌年の１月３日までとされているが、事業計画書

には閉館予定日として、毎週月曜日及び祝祭日他と記載され、現に祝祭日に

休館されていた。 

      平成１５年８月８日までは、休館日が、祝日、日曜日及び年末年始であっ
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たのを、改正して同年８月９日から、月曜日及び年末年始に改正したにもか

かわらず、従前のまま祝日を休館としていたものである。 

 

イ 事業計画書のとおり事業が実施されていないものがあった。 

【障害福祉課（社会福祉法人佐賀ライトハウス）】 

 

      事業計画書において、利用者からの意見を点字図書館運営に反映させるた

め、点字図書館、利用者団体である社団法人佐賀県視覚障害者団体連合会、

ボランティア団体である点字図書館友の会の代表、各々数名からなる「点字

図書館運営懇談会（仮称）」を立ち上げることとされているが、設置されてい

なかった。 

 

ウ 事業計画に基づく事業を実施していないものがあった。 

【生産者支援課（佐賀県総合射撃推進協会）】 

 

教習射撃場の指定を受けて運営する計画となっていたが、未だ実施されて

いなかった。 

 

エ 施設の管理で適正でないものがあった。 

【生産者支援課（佐賀県総合射撃推進協会）】 

 

県の許可を得ることなく、可動式のクレー放出機を置いていた。 

 

オ 業務仕様書に基づく有資格者の人数が不足していた。 

【社会教育課（財団法人佐賀県教育文化振興財団）】 

 

波戸岬少年自然の家に係る業務仕様書において、小型船舶２級以上の有資格

者４名を常駐させることとなっているが、３名しかいなかった。 

 

   カ 行政財産の目的外使用許可申請がなされていないものがあった。 

【文化課（乃村・松尾宇宙科学館活性化共同事業体）】 

【新産業課（財団法人佐賀県地域産業支援センター）】 

【社会教育課（財団法人佐賀県教育文化振興財団）】 

 

自動販売機設置等に係る行政財産の目的外の使用許可申請がなされていな

かった。 

 

  ② 所管課に対するもの 

ア 事業報告書に対する結果の通知がなされていなかった。 

【男女共同参画課、社会教育課（佐賀県立女性センター、佐賀県立生涯学習センター）】 
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基本協定書第１７条第２項の規定により、県は、指定管理者から事業報告

書を受理したときは、管理運営業務の実施状況、利用状況、収支、自己評価

等の内容を確認し、その結果を指定管理者に通知することとなっているが、

通知されていなかった。 

 

イ 厚生省令に定める施設整備がなされていなかった。 

【母子保健福祉課（佐賀婦人寮）】 

 

婦人保護施設に設置が義務づけられている相談室、静養室、医務室、作業

室が整備されていない。特に相談室については、佐賀県社会福祉協議会では

必要性を感じて、県に要望したが、困難であったため、現在は、夜、職員が

宿直の際に、事務室で対応している。 

入所者の相談への対応、指導に支障のないよう、検討されたい。 

 

ウ 財産の管理で不適切なものがあった。 

【母子保健福祉課（佐賀婦人寮）】 

【長寿社会課（佐賀向陽園、伊万里向陽園）】 

 

公の施設の管理委託団体であった社会福祉協議会が措置費等を財源として

設置した構築物、改修した施設、購入した備品は県の財産とすべきであるが、

県の財産になっていない。 

これらについては、事故の際の責任問題もあることから、県の帰属とした

上で、管理されたい。 

 

エ 休館日の運用で不適正なものがあった。【障害福祉課（佐賀県立点字図書館）】 

 

佐賀県立点字図書館設置条例施行規則第４条の規定で、休館日は、月曜日

及び１２月２９日から翌年の１月３日までとされているが、事業計画書には

閉館予定日として、毎週月曜日及び祝祭日他と記載され、現に祝祭日に休館

されていた。 

県は、指定管理者から事業計画書が提出された際、規則に基づく運用を指

導すべきであった。 

 

オ 事業計画書のとおり事業が実施されていないものがあった。 

【障害福祉課（佐賀県立点字図書館）】 

 

事業計画書において、利用者からの意見を点字図書館運営に反映させるた

め、点字図書館、利用者団体である社団法人佐賀県視覚障害者団体連合会、

ボランティア団体である点字図書館友の会の代表、各々数名からなる「点字

図書館運営懇談会（仮称）」を立ち上げることとされているが、設置されてい

なかった。 
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県は、事業計画書に基づく事業実施を指導すべきである。 

 

カ 指定管理業務で不適正なものがあった。【障害福祉課（佐賀県立点字図書館）】 

 

県は、業務仕様書において、指定管理業務の「点訳奉仕者及び録音奉仕者

の研修の実施」について、「社団法人佐賀県視覚障害者団体連合会（以下「視

覚連」という。）の実施する点訳奉仕者及び録音奉仕者の研修のために必要な

場所を提供し、当該研修の講師として対応できる者を職員に配置すること」

と定めている。 

監査の結果、県は佐賀県障害者社会参加推進センターに、「障害者社会参加

総合推進事業」を委託（平成１８年度１６，９４６千円）し、同センターは、

そのうち視覚障害者関係の事業を、視覚連に再委託（平成１８年度は９事業

７，４８０千円）しているが、点字図書館内に事務所を置く視覚連には職員

がいないため、委託費の中に人件費は含めず、ライトハウスの職員がこれら

の事業の事務を行うものとして組み立てられ、そのうちの点訳奉仕員養成事

業及び朗読奉仕員養成事業に職員として協力することが指定管理業務として

位置付けられていた。 

しかし、身体障害者福祉法第３４条の規定によると、点字図書館は、無料

又は低額な料金で、点字刊行物、視覚障害者用の録音物等を製作し、若しく

は利用に供し、又は点訳等を行う者の養成若しくは派遣等の便宜を供する施

設であるとされていることから、点訳奉仕員養成事業及び朗読奉仕員養成事

業は、指定管理業務として、ライトハウスに直接委託すべき業務である。 

指定管理業務及び障害者社会参加総合推進事業の委託業務について、見直

しを行われたい。 

 

キ 指定管理業務に係る管理運営費に、人件費が算定されていなかった。 

【新産業課（佐賀県地域産業支援センター）】 

 

      指定管理業務に係る人件費を措置されたい。 

 

ク 事業計画に基づく事業を実施していないものがあった。 

【生産者支援課（佐賀県射撃研修センター）】 

 

教習射撃場の指定を受けて運営する計画となっていたが、未だ実施されて

いない。 

県は、事業計画に基づく事業実施を指導されたい。 

 

ケ 施設の管理で適正でないものがあった。 

【生産者支援課（佐賀県射撃研修センター）】 
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県の許可を得ることなく、可動式のクレー放出機を置いていた。 

指定管理者に早急に無許可施設を撤去させ、あるいは、必要であれば施設

使用の許可を行われたい。 

 

コ 業務仕様書に基づく有資格者の人数が不足していた。 

【社会教育課（波戸岬少年自然の家）】 

 

業務仕様書において、小型船舶２級以上の有資格者４名を常駐させることと

なっているが、３名しかいなかった。 

 

   サ 指定管理業務の運営に関し、職員の配置で不適正なものがあった。 

【体育保健課（佐賀県ヨットハーバー）】 

 

救助・指導員２人について、別の補助事業による職員及び県体育協会派遣

職員を配置し、県もそれを了承していた。 

 

シ 事業報告書の作成・確認で不適正なものがあった。 

【体育保健課（佐賀県ヨットハーバー）】 

 

管理運営業務仕様書により、事業報告書の書式は、県と指定管理者で協議

のうえ定めることとなっているが、指定管理者が任意に作成した事業報告書

が提出されていた。 

また、提出された報告書は、次のとおり不適正であった。 

・施設の維持・管理関係の実績等の記載がない 

・自己評価が実施されていない 

・無料の施設利用者の報告がない 

事業報告書は、管理運営の状況を把握し、適正になされているか検証し、

翌年度の運営に活用するために必要なものである。 

書式については、県と指定管理者で協議のうえ定めるとともに、県は、報

告書を十分に検証されたい。 

 

ス 行政財産の目的外使用許可申請がなされていないものがあった。 

【文化課（佐賀県立宇宙科学館）】 

【新産業課（佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター）】 

【社会教育課（黒髪少年自然の家、波戸岬少年自然の家）】 

 

自動販売機設置等に係る行政財産の目的外の使用許可申請がなされていな

かった。使用許可を行うとともに、適正な使用料を徴収されたい。 
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２ その他指摘事項 

（１） 出資団体関係（１８件） 

   ① 出資団体に対するもの（１５件） 

    ア 定款等の見直しを要するもの               （６件） 

    イ 入札事務で適正でないもの                （１件） 

    ウ 評議員会に係る委任状の取扱いで適正でないもの      （１件） 

    エ 役員変更等の登記で適正でないもの            （１件） 

    オ 助成金の事務で適正でないもの              （１件） 

    カ 扶養手当の認定で適正でないもの             （２件） 

    キ 収入未済額があるもの                  （１件） 

    ク 基金の運用及び取り崩しについて検討を要するもの     （１件） 

    ケ 負担金徴収について、廃止を含め検討を要するもの     （１件） 

 

   ② 所管課に対するもの（３件） 

    ア 公社保有地の処分計画について検討を要するもの      （１件） 

    イ 公社の存続について検討を要するもの           （１件） 

    ウ 不採算路線の改善で、抜本的な改善の検討を要するもの   （１件） 

 

（２） 補助金等交付団体関係（３７件） 

  ① 補助金等交付団体に対するもの（２３件） 

   ア 補助対象経費に係る給与費規定等の整備・見直しを要するもの（８件） 

イ 諸手当の認定事務で適正でないもの            （６件） 

   ウ 収入未済があるもの                   （１件） 

エ 収入認定の誤りにより、補助金額に影響があるもの     （１件） 

     オ 補助対象経費の算定で適正でないもの           （２件） 

   カ 補助金の実績（精算）報告で適正でないもの        （１件） 

   キ 補助金の交付で適正でないもの              （１件） 

ク その他会計規則の取扱いで適正でないもの         （１件） 

ケ 委託料の支払で検討を要するもの             （１件） 

コ 繰越金の使途（活用方法）について検討を要するもの    （１件） 

 

② 所管課に対するもの（１４件） 

ア 補助対象経費に係る諸規定の整備・見直し、取扱いについて指導を要する 

もの                           （２件） 

イ 補助金事務の審査及び補助金交付要綱等関係規定の整備で適正でないもの 

(１件） 

    ウ 補助金交付要綱で定める対象経費の範囲及び取扱方法で適正でないもの 

（１件） 

    エ 補助金交付要綱等の見直しが必要なもの          （５件） 

オ 補助金の額の確定で適正でないもの            （２件） 



 - 8 -

    カ 補助金の交付決定時期で検討を要するもの         （１件） 

    キ 補助金の執行で適正でないもの              （１件） 

    ク 貸付事務の執行で適正でないもの             （１件） 

 

（３） 公の施設の指定団体関係（５２件） 

   ① 指定団体に対するもの（２４件） 

 ア 長期間代表者が不在となっているもの           （１件） 

イ 経理規程等が整備されていないもの            （１件） 

ウ 協定に基づく備品一覧表が県から指定管理者に送付されず、指定管理者も

確認していないもの                    （１件） 

エ 施設の管理で適正でないもの               （２件） 

オ 施設使用許可及び使用料徴収等に関し改善・検討を要するもの（２件） 

カ 会計処理で適正でないもの                （４件） 

キ 委託費の支払いで適正でないもの             （１件） 

ク 協定に基づく財産の管理で適正でないもの         （２件） 

ケ 備品管理業務で県に報告されていないもの         （１件） 

コ 業務仕様書に基づく自己評価の報告書がないもの      （２件） 

サ 利用料金徴収規程の整備を要するもの           （１件） 

シ 業務仕様書に基づく各種報告書で適正でないもの      （１件） 

ス 現金の取扱いで、現金出納簿が作成されていないもの    （１件） 

セ 現金出納簿の記帳が適正でないもの            （１件） 

ソ 領収書の発行で適正でないもの              （２件） 

タ 事業報告書の報告内容で検討を要するもの         （１件） 

 

   ② 所管課に対するもの（２８件） 

    ア 施設に係る備品一覧表が指定管理者に送付されていないもの （１件）） 

イ 施設使用許可で適正でないもの              （１件） 

    ウ 実績報告書の審査で不十分なもの             （２件） 

    エ 基本協定書に基づく事業報告書の提出の遅れがあるもの   （１件） 

    オ 協定書の内容で適正でないもの              （１件） 

カ 物品の管理で、適切でないもの              （３件） 

    キ 指定管理者の公募に際し、公募期間が短いもの       （１件） 

    ク 指定管理者の公募に際し、業務仕様書を作成していないもの （１件） 

ケ 防火管理者としての業務実施が適正でないもの       （１件） 

コ 業務仕様書に基づく自己評価の報告を求めていないもの   （２件） 

サ 施設の管理で適正でないもの               （１件） 

シ 会計処理で適正でないもの                （１件） 

ス 遊休化している施設の管理で検討を要するもの       （１件） 

セ 事業報告書の報告内容で検討を要するもの         （１件） 

ソ 利用促進について検討を要するもの            （３件） 

タ 民間譲渡する際の純資産額の取り扱いで検討を要するもの  （１件） 
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チ 管理業務の範囲・内容・運営組織について、検討を要するもの（１件） 

ツ 施設利用に関し、利用料金導入の検討を要するもの     （２件） 

テ 指定管理経費の算定について検討を要するもの       （２件） 

ト 行政財産の使用料徴収で検討を要するもの         （１件） 

 

３ 監査対象団体ごと並びに所管課ごとの監査結果 

監査対象団体ごと並びに所管課ごとの監査結果については、１３ページから６８ペ

ージまでに記載している。 
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第 ３  意  見  事  項 

 

 

この意見は、平成１９年７月から平成２０年２月までの間に執行した監査の途上にお

いて気づいたことを述べたものであり、今後の業務運営及び行政運営に当たり留意され、

改善措置について検討されたい。 
  
１ 出資団体に関するもの 

県は、県行政を補完するため、県が出資して団体を設立し、事業を行わせることが

できるが、その際には、団体の事業が県の施策の目的に合致し、所期の事業効果が十

分に現れているかどうかを絶えず検証する必要がある。 

県では、行財政改革緊急プログラムの中で、外郭団体の見直しの方向性（平成１８

年３月公表）が示され、外郭団体によってその性格や社会情勢の変化が与える影響等

が違っており、置かれている状況も異なっていることから一律的な見直しではなく、

その団体にあった見直しを行うこととして、団体の廃止・統合、県のかかわり方の見

直し、団体の経営改善に取り組まれているが、進展が見られていない。 

県の施策の一部を担わせている以上、団体の現状や課題を十分把握し、必要であれ

ば団体への関与を強化し、県が主体となって早急にそれぞれの外郭団体の見直しの方

針に沿った取り組みを進められたい。 

なお、団体の廃止・統合に際しては設立者として、職員の再就職の紹介、求人情報

の提供など、再就労の機会確保に努めるよう支援されたい。 

また、平成２０年度中に、公益法人制度改革が施行されることから、県の外郭団体

についてもスムーズに新公益法人に移行できるよう指導されたい。 

 

２ 補助金等交付団体に関するもの 

 県は、特定の施策を推進するため公益上必要があると認めるときに、特定の団体に 
対し補助金等を交付して事業を実施させている。これら補助事業等の実施に当たって 
は、補助金等の不正使用の防止や適正な執行を図るために、基本的事項が関係する法

令、規則、要綱（以下「要綱等」という。）で定められている。 
 しかし、団体の中には、補助事業で取得した財産の管理が不十分なもの、補助対象 

経費に係る諸規定の整備・見直しが必要なものなどが見受けられた。 
また、所管課においても、補助金等の交付申請書及び実績報告書の審査や確認が不

十分なもの、補助金等の交付の決定、額の確定及び補助金交付が遅延しているものな

ど、各補助金等に共通する基本的事務処理で不適正なものが見られた。 
さらに、団体等の運営費に係る補助金等で、国の補助制度から県の単独補助制度へ

移行したにもかかわらず、県の補助金交付要綱等の見直しを行わないまま、従来の国

の運用・通達に基づく事務処理がなされているものもあった。 
補助金等が公金であることに鑑み、有効・適切に活用され、所期の目的が達成でき 
るよう厳格な予算の執行に努められたい。 
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３ 公の施設の指定団体に関するもの 

これまで公の施設の管理委託は、出資団体等の公共的団体しかできなかったが、平

成１５年に地方自治法が改正され、多様化する行政ニーズに効率的に対応するため、

民間事業者が有するノウハウの活用と経費の削減を目的とした指定管理者制度が設け

られた。 

本県でも平成１６年度から平成１８年度までに３５の公の施設で導入されているが、

今回監査した２１施設の大半が、指定管理者制度と直営方式の比較検討を十分行わな

いまま指定管理者制度を導入し、従来の管理委託団体（県の出資法人等）が指定管理

者として指定されていた。 

その中には、県の出資団体で、指定管理業務を行うために県職員が派遣されている

もの、指定管理者の申請に当たり、指定管理業務の一部に、県から別途受けている補

助金で雇用している職員を従事させることとして、人件費を計上せずに申請し、県も

それを認めていたものがあった。 
公募して競争により指定管理者を選定するという仕組みの下で、このような取扱い

をすることは不公平であり、従来の管理委託団体を優遇、あるいは管理委託団体を県

の現地機関化していると取られかねず不明朗である。 
公募の条件においても、管理経費の削減が優先された条件となっており、その結果、

県民の行政ニーズに十分対応できていないものや民間事業者が参入できにくいものな

ど、指定管理者制度の趣旨に沿わないものがあった。 

また、指定管理者制度は、指定管理者に施設の使用許可権限、利用料金の徴収とい

ったこれまでにはなかった権限、裁量を与え、指定管理者の持つノウハウをフルに活

用してもらい、よりよい施設管理を目指すものである。そのためには、例えば利用料

金制などインセンティブの働く仕組みを作っておく必要があるが、利用料金制を採っ

ている施設は少なかった。 
今後、指定管理者の指定にあたっては、利用料金制の導入のほか、積極的な利活用

により光熱水費が増える場合の精算方式、画期的なアイデアあふれる事業を実施して

成果を上げた場合は優先して再指定を行うなど、インセンティブの働く仕組みを検討

し、導入すべきである。 
また、利用料金の算定に際しては、施設によっては県内利用者、県外利用者での差

別化や社会教育施設での学校関係者が利用する場合の利用料金と企業の研修、職域の

活動等で利用する場合の利用料金の差別化等についても検討する必要がある。 
今後とも、それぞれの指定管理者の経営状況、事業の実施状況を常に検証しながら、

問題点等を正確に把握し、県民サービスの維持向上に努められるとともに、施設の老

朽化に伴う計画的な改修や予期しない事故等の発生に伴う危機管理も踏まえ、協定の

内容等に特段の留意を図りながら当事者意識をもって各団体の指導監督に努められた

い。 
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※ 用語等の説明 

用   語   等              説        明             

地方自治法第１９９条

第７項 

（財政的援助団体等の

監査に関する規定） 

 

条文（抜粋） 

監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求がある

ときは、当該普通地方公共団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利

子補給その他の財政的援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該財

政的援助に係るものを監査することができる。当該普通地方公共団体が出資してい

るもので政令で定めるもの、当該普通地方公共団体が借入金の元金又は利子の支払

を保証しているもの、当該普通地方公共団体が受益権を有する信託で政令で定める

ものの受託者及び当該普通地方公共団体が第２４４条の２第３項の規定に基づき

公の施設の管理を行わせているものについても、また、同様とする。 

公の施設の指定管理者

制度 

指定管理者制度とは？ 

 平成１５年９月２日、地方自治法の一部を改正する法律が施行され、公の施設の

管理に関するそれまでの「管理委託制度」が廃止され、新たに創設された制度です。

 それまでの「管理委託制度」のもとでは、県が公の施設の管理を直接行わない場

合、委託できるのは、改正前の地方自治法により、公共団体（市町村や土地改良区

など）、公共的団体（農協や自治会など）及び自治体が出資する出資法人に限定さ

れていました。 

 「指定管理者制度」では、指定管理者となることができる者の範囲について法律

上特段の制約がないことから、民間企業やＮＰＯ法人などを含む法人その他の団体

が、議会の議決を経て指定管理者として公の施設の管理を行うことが可能となりま

した。 

指定管理者制度の目的 

指定管理者制度は、多様化する住民ニーズに、より効果的、効率的に対応するた

め、公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るととも

に、経費の節減等を図ることを目的としています。（佐賀県ホームページ引用） 

ＮＰＯ法人  「ＮＰＯ（ＮｏｎＰｒｏｆｉｔ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）」とは、ボランテ

ィア活動などの社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称です。 

 このうち、「ＮＰＯ法人」とは、特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）に基づき法

人格（個人以外で権利や義務の主体となり得るもの）を取得した「特定非営利活動

法人」の一般的な総称です。（内閣府ホームページ引用） 

収入調定 地方公共団体が、徴収しようとする収入の内容（金額、納入者、納入期限など）

を調査して決定する行為を言います。 

佐賀県行財政改革緊急

プログラム 

県の財政環境や社会経済状況の変化に対応するため、平成１６年１０月に策定さ

れました。その後、県議会や行政改善委員会の意見、パブリックコメントなどを参

考にして「佐賀県行財政改革緊急プログラムＶｅｒ．２．０」が平成１９年１１月

に策定されました。 

詳しい内容については、佐賀県のホームページ＞県政の運営＞施策＞行財政改革

緊急プログラムに登載されています。 

インセンティブ 誘因。目標を達成するための刺激。 

人の意欲を引き出すために「外部から与える刺激」のことです。例えばプロスポ

ーツチームと選手が、成績による出来高制で契約を行う場合、「出来高の仕組みを

選手に与えること」をインセンティブ（＝動機付け）と呼びます。また出来高その

ものをインセンティブ（＝報奨）と呼ぶ場合や、まれにですが、そのようにして引

き出される意欲をインセンティブ（＝意欲）と呼ぶ場合もあります。（三省堂辞書

サイト引用） 

 



 - 13 -

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  監 査 対 象 団 体 ご と の 監 査 結 果 
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団 体 名   財団法人佐賀県女性と生涯学習財団 

所 在 地   佐賀市天神三丁目２－１１ 

監査執行年月日 平成１９年１０月３１日 

監 査 執 行 者   監査委員  中 村   孝 

基 本 財 産        ２０，０００，０００円 

出 資 額        ２０，０００，０００円 出資金 

出 資 率             １００．０％ 

施 設 名
佐賀県立女性センター・佐賀県立生涯学習セン

ター 

財政的援助内容 

公の施設の 

管 理 
 委 託 額       ２９５，３４５，０００円 

所 管 課   男女共同参画課、私学文化課、社会教育課 

 

監 査 の 結 果 
 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）扶養手当の認定事務で適正でないものがあった。 

扶養手当の認定に際しては、所得証明書や在学証明書等を徴収して、確

認されたい。 

 

２ 公の施設の管理は、おおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一

部に是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）利用料金徴収規程の整備を要するものがあった。 

基本協定書第１５条の規定により、利用料金の減額、免除について、「催

物の準備、リハーサル又は現状に復するために施設を利用する場合」につ

いては、通常の３０％の額とすることができると、額が定められているが、

「その他指定管理者が特に必要と認めた場合」については、具体的な事例

等の定め及び免除額を定めないまま、台風等で中止の場合やアバンセと共

催の場合に、全額免除しているものがあった。 

 

 
団 体 名   財団法人佐賀県国際交流協会 

所 在 地   佐賀市城内一丁目１番５９号 

監査執行年月日 平成１９年１０月３１日 

監 査 執 行 者   監査委員  松 尾 隼 雄 

基 本 財 産       ４１１，４８０，８３８円 

出 資 額       ３００，０００，０００円 出資金 

出 資 率              ７２．９％ 

補 助 事 業 名 財団法人佐賀県国際交流協会事業推進費補助 

 補助事業費        ３８，６７６，３４６円 

財政的援助内容 

補助金 

 補助金交付額        ３８，６７６，３４６円 

所 管 課   国際課 

 

監 査 の 結 果 
 
１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）諸規程の見直しを要するものがあった。 

① 財団法人佐賀県国際交流協会組織規程第５条別表第１の規定で企画交

流課長を置くこととなっているが、置かれていない。また、企画主任を

置くこととなっていないが、置かれていた。 

 

  ② 財団法人佐賀県国際交流協会寄附行為第１７条の規定により常務理事
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を選任することとし、財団法人佐賀県国際交流協会会計規程第８条及び

第１１条の規定で、常務理事が行う事務を定めているが、常務理事は選

任されていない。 

 

２ 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行

されていた。 

 

 
団 体 名   財団法人佐賀県環境クリーン財団 

所 在 地   佐賀市城内一丁目１番５９号 

監査執行年月日 平成１９年１０月２３日 

監 査 執 行 者   監査委員  松 尾 隼 雄    

基 本 財 産       １００，０００，０００円 

出 資 額        ３０，０００，０００円 出資金 

出 資 率              ３０．０％ 

補 助 事 業 名 財団法人佐賀県環境クリーン財団運営費補助 

 補助事業費        ９９，２２３，２４３円 

 補助金交付額        ９７，２５３，２４３円 

補 助 事 業 名
佐賀県公共関与型廃棄物処理施設整備事業費補

助 

 補助事業費       ６５３，１４９，０４５円 

 補助金交付額       ２１５，５１０，１５０円 

補 助 事 業 名
佐賀県産業廃棄物処理施設モデル的整備事業補

助 

 補助事業費     ２，１１５，０１５，７５０円 

補助金 

 補助金交付額       ３４１，０６０，０００円 

貸 付 事 業 名 財団法人佐賀県環境クリーン財団運営資金貸付

 貸  付  額         ５，２５７，０００円 

貸 付 事 業 名 財団法人佐賀県環境クリーン財団廃棄物処理施

設建設資金貸付 

財政的援助内容 

貸付金 

 貸  付  額     １，４００，０００，０００円 

所 管 課   廃棄物対策課 

 

監 査 の 結 果 
 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）諸規程で見直しを要するものがあった。 

① 財団組織規程第２条第１項で「事務局に事務局長、課長を置く。」と

あり、事務局長については職の設置規定があるが、「技術監」について

の規定がなかった。 

 

② 財団職員給与規程第４条により「手当の額については、佐賀県職員の

例による。」と定められ、佐賀県職員給与条例第７条の２第１項で、「管

理又は監督の地位にある職員の職のうち、人事委員会規則で指定する職

にある者に対して、管理職手当を支給する。」と定められているが、事

務局長及び技術監を管理職手当の支給対象としての職に指定する旨の規

定が財団の規程になかった。 

 

２ 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行
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されていた。 

 

３ 貸付事業は計画どおり完了し、貸付金は、貸付目的に沿い執行されていた。

 

 
団 体 名   財団法人佐賀県地域産業支援センター 

所 在 地   佐賀市鍋島町大字八戸溝１１４ 

監査執行年月日 平成１９年１０月１６日、２３日 

監 査 執 行 者   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄    

基 本 財 産         ８，０００，０００円 

出 資 額         ８，０００，０００円 １出資金 

出 資 率             １００．０％ 

補 助 事 業 名
財団法人佐賀県地域産業支援センター運営費補

助 

 補助事業費       １４１，２８４，５３２円 

 補助金交付額       １４１，０９０，０１０円 

補 助 事 業 名 佐賀県地域産業支援対策事業費補助 

 補助事業費        ８４，２４６，４１５円 

 補助金交付額        ７８，９６０，９２０円 

補 助 事 業 名 佐賀県技術振興等補助 

 補助事業費       １０４，７３３，８４３円 

 補助金交付額       １０４，６９６，７４５円 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模企業者等設備貸与事業円滑化補助

 補助事業費         ３，９７４，０００円 

２補助金 

 補助金交付額         ３，９７４，０００円 

損失補償事業名
佐賀県小規模企業者等設備導入資金貸付事業損

失補償 

 補償事業費         ３，４８３，０００円 
３損失補償 

 補償金交付額         ３，４８３，０００円 

貸 付 事 業 名 佐賀県小規模企業者等設備導入資金貸付 

 貸付事業費       １６８，７５０，０００円 ４貸付金 

 貸付金交付額       １６８，７５０，０００円 

負 担 事 業 名
中小企業勤労者者福祉サービスセンター事業費

負担 

 負担事業費        ３５，４７１，９３５円 
５負担金 

 負担金交付額         ７，０００，０００円 

施 設 名 佐賀県地域産業支援センター 

 委 託 額         ６，８１６，０００円 

施 設 名 佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター 

財政的援助内容 

６公の施設

の管理 

 委 託 額       ３２１，３９４，０００円 

所 管 課   新産業課、商工課、雇用労働課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）中小企業情報センターの負担金徴収について、廃止を含め検討を要する

ものがあった。 

（設置経緯） 

昭和５４年に国の中小企業施策として、各都道府県に地域中小企業情報

センターを第三セクターで設置することとなった。 
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県では、昭和５８年度に 佐賀経済調査協会に「佐賀県中小企業情報セ

ンター」を併設された。許可の申請がなされていなかった。 

 国の方針は、事業費の補助金は出すが、運営費は補助しないとのことで、

県では、所要人員は県、市及び地元基幹企業からの派遣で、人的対応が不

可能な団体は、一定の金額を負担金として負担し、県全体で県内中小企業

の情報化支援体制を支えることとしてスタートした。 

その後、県の施策の進展により、情報センターは業務も拡大し、平成元

年３月に 佐賀産業技術情報センターの設立により 佐賀経済調査協会か

ら業務を移管、更に平成８年 佐賀県地域産業支援センターに改組し今日

に至っている。 

以上が負担金徴収の経緯であるが、設立当初の考え方を踏襲して現在ま

で負担金を徴収してきているが、負担金の徴収根拠となる規程も定められ

ていなかった。 

また、 佐賀県地域産業支援センターは、寄付行為第３２条で賛助会員

規程を設けて賛助会費も徴収されており、一部の団体においては二重に支

出されている団体もあった。 

この際、関係団体負担金の徴収については、賛助会費との兼ね合いもあ

り廃止を検討されたい。 

 

（２）収入未済額の解消に努力されたい。 

   「さがフロンティア開拓供創プロジェクト事業」に係る委託費 

    監査時現在未収金額 ２１７，３６８円 

 

２ 補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）補助金の精算（実績）報告で適正でないものがあった。 

  ① 経費の区分間（人件費と事務費）を変更する場合は、知事の承認を受

けなければならないが、受けないままに実績報告が提出されていた。 

 

  ② 平成１７年度補助金に係る実績報告書の提出で、補助対象経費に変更

が必要な場合は、補助金額に変更がなくても、修正後の実績報告書を提

出するべきであるが、再提出されていなかった。 

 

（２）委託料の支払で検討を要するものがあった。 

   特許出願手続委託料については、契約書第３条で「委託料の額は、中間

手続きのうち、一つの業務が完了次第、その事務処理に要した金額を甲乙

双方が確認し、その都度定めるものとする。」と規定しているが、実際の支

払いは、甲が確認することなく、請求どおりの額を支払っていた。 

   今後は、業務報告書等を提出させ、業務の完了と金額の確認を行うなど、

その確認方法を検討されたい。 

 

３ 損失補償事業は計画どおり完了し、補償金は目的に沿い執行されていた。

 

４ 貸付事業は計画どおり完了し、貸付金は貸付目的に沿い執行されていた。

 

５ 負担事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）中小企業勤労者福祉サービスセンター事業費繰越金の使途（活用方法）

について検討を要するものがあった。 

   平成１８年度収支決算において、多額の繰越金が発生していた。 
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繰越金については、赤字補填のための財政調整基金としての活用ルール

や会員の会費、県・市町の負担を減額する等も考慮し、繰越金の使途（活

用方法）について検討されたい。 

 

６ 公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行の一部

に是正又は改善を要するものが見受けられた。 

【佐賀県地域産業支援センター関係】 

（１）会計処理で適正でないものがあった。 

指定管理に係る経理は、特別会計として管理されたい。 

 

（２）事業報告書の報告内容で検討を要するものがあった。 

事業報告書のうち、「管理運営業務の実施状況」については、管理運営費

の支出状況を実施状況報告として報告されている。 

管理業務の具体的内容を報告するなど、記載すべき内容を県と協議・検

討されたい。 

 

【シンクロトロン光研究センター関係】 

（１）各種報告書で適正でないものがあった。 

指定管理者からの事業計画書、事業報告書、収支計算書等の報告で、指

定管理業務以外の業務が含まれていた。 

 

（２）施設使用料に係る領収書様式で検討を要するものがあった。 

   宿泊施設の利用料（１泊 2,000 円）については、領収書が発行されてい

たが、複写式となっておらず、領収書をコピーで保管されていた。 

   領収書の発行については、原符と領収証書各１枚をもって１組とし、発

行番号は一連番号を付した複写式の領収書の発行を検討されたい。 

また、領収書の発行の際は、だれが領収したか確認できるような領収書

を作成されたい。 

 

（３）現金の取扱いで適正でないものがあった。 

現金出納簿が作成されていなかった。 

 

（４）行政財産の目的外使用許可申請がなされていないものがあった。 

センター内に、自動販売機が設置されていたが、行政財産の目的外使用

許可の申請がなされていなかった。 

 

 
団 体 名   社団法人佐賀県野菜価格安定基金協会 

所 在 地   佐賀市栄町２番１号 

監査執行年月日 平成１９年９月２８日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄    

基 本 財 産       １０２，１００，０００円 

出 資 額        ４５，０００，０００円 出資金 

出 資 率              ４４．１％ 

補 助 事 業 名 佐賀県野菜生産出荷安定資金造成費補助 

 補助事業費       １８３，７４４，０００円 

 補助金交付額        ２５，６９５，０００円 

補 助 事 業 名 佐賀県野菜価格安定対策事業費補助 

 補助事業費       １９３，０７０，１４２円 

財政的援助内容 

補助金 

 補助金交付額        ９６，２００，６６０円 
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所 管 課   園芸課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められた。 

 

２ 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行

されていた。 

 

 
団 体 名   財団法人佐賀県森林整備担い手育成基金 

所 在 地   佐賀市城内一丁目１番５９号 

監査執行年月日 平成１９年１０月２９日 

監 査 執 行 者   監査委員  中 村   孝  

基 本 財 産       ６８９，４０７，０００円 

出 資 額       ６８９，４０７，０００円 出資金 

出 資 率             １００．０％ 

補 助 事 業 名 佐賀県高性能林業機械等利用促進事業費補助 

 補助事業費        １２，３３７，５００円 

財政的援助内容 

補助金 

 補助金交付額        １２，３３７，５００円 

所 管 課   林業課 

 

監 査 の 結 果 
 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）基金の運用及び取り崩しについて検討を要するものがあった。 

  ① 基金の運用について 

基本財産のうち、一部が普通預金（4,407 千円）で管理されていた。助

成金需要が発生するまでの期間は、定期預金等による短期の運用を検討さ

れたい。 

 

  ② 基金の取り崩しについて 

基金の取り崩しについては、理事会の承認が取られているが、取り崩し

額が事業費以上で行われ、毎年度収支差額が発生している。取り崩しに当

たっては、資金需要額を取り崩されたい。 

 

２ 補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）補助金の執行で適正でないものがあった。 

佐賀県高性能林業機械等利用促進事業の補助金事務で、完了予定日を２

ヶ月以上経過してから変更申請書が提出されていた。また、補助金交付要

綱で、「事業が予定の期間に完了しない場合は、速やかに知事に報告して

その指示を受けること」となっているが、知事への報告もなされていなか

った。 

補助金申請年月日 平成１８年１０月１３日 

補助金交付決定日 平成１８年１０月２３日 

事業完了予定日  平成１８年１２月３１日 

変更申請年月日  平成１９年 ３月 ５日 
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団 体 名   佐賀県土地開発公社 

所 在 地   佐賀市城内一丁目６番５号 

監査執行年月日 平成１９年１０月１８日 

監 査 執 行 者   監査委員  松 尾 隼 雄    

基 本 財 産        ３０，０００，０００円 

出 資 額        ３０，０００，０００円 財政的援助内容 出資金 

出 資 率             １００．０％ 

所 管 課   土地対策課 

 

監 査 の 結 果 
 
経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又

は改善を要するものが見受けられた。 

（１）諸規定の見直しを要するものがあった。 
  ① 佐賀県土地開発公社組織規程第４条第２項で、主事、技師を置くこと

とされているが、置かれていない。 
 

  ② 佐賀県土地開発公社会計規程第７条第３項で、総務部長は金銭出納担

当者、各部長は物品出納担当者及び契約担当者に任命されたものとする

とされているが、総務部長、各部長は、置かれていない。 
 

 
団 体 名   佐賀県住宅供給公社 

所 在 地   佐賀市城内一丁目６番５号 

監査執行年月日 平成１９年１０月１８日 

監 査 執 行 者   監査委員  松 尾 隼 雄    

基 本 財 産         ５，０００，０００円 

出 資 額         ５，０００，０００円 出資金 

出 資 率             １００．０％ 

補 助 事 業 名
平成１８年度佐賀県住宅供給公社分譲事業活性

化補助 

 補助事業費         ８，６６９，７５０円 
補助金 

 補助金交付額         ４，３３４，０００円 

貸 付 事 業 名 佐賀県住宅供給公社経営支援資金貸付 

 貸付事業費     ２，１００，０００，０００円 貸付金 

 貸付交付額     ２，１００，０００，０００円 

施 設 名 県営住宅（鳥栖地区を除く） 

財政的援助内容 

公の施設の 

管 理  委 託 額       ３３３，０１９，０００円 

所 管 課   建築住宅課 

 

監 査 の 結 果 

  

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められた。 

 

２ 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行

されていた。 

 

３ 貸付事業は計画どおり完了し、貸付金は、貸付目的に沿い執行されていた。

 

４ 公の施設の管理は、おおむね適正に行われていた。 

 

 
 



 - 22 -

団 体 名   財団法人嘉瀬川水辺環境整備センター 

所 在 地   佐賀市鍋島町大字蛎久岸川１５０２番地の２先 

監査執行年月日 平成１９年１０月２９日 

監 査 執 行 者   監査委員  松 尾 隼 雄      田 中 俊 雄 

基 本 財 産        １０，０００，０００円 

出 資 額         ５，０００，０００円 財政的援助内容 出資金 

出 資 率              ５０．０％ 

所 管 課   河川砂防課 

 

監 査 の 結 果 

 

経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められた。 

 

 
団 体 名   財団法人嘉瀬川ダム対策基金 

所 在 地   佐賀市城内一丁目１番５９号 

監査執行年月日 平成１９年１１月２７日 

監 査 執 行 者   監査委員  中 村   孝 

基 本 財 産        １９，０００，０００円 

出 資 額         ９，５００，０００円 出資金 

出 資 率              ５０．０％ 

負 担 事 業 名
佐賀県嘉瀬川ダム関連富士町振興計画特別助成

事業負担 

 負担事業費     ３，０９７，２４９，０００円 

財政的援助内容 

負担金 

 負担金交付額       １１５，０７２，０００円 

所 管 課   水資源対策課 

 

監 査 の 結 果 
 
１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）役員変更等の登記で適正でないものがあった。 
  理事の住所移転登記を法令で定める期限内（２週間以内）に行わず、過

料を課されていた。 
 

（２）事務処理規程で見直しを要するものがあった。 
基金から佐賀市に支払われる負担金は、財団法人嘉瀬川ダム対策基金負

担金交付要綱第７条で概算払での支払を可能としているが、財団法人嘉瀬

川ダム対策基金事務局処理規程第２６条に定める概算払できる経費には該

当していない。 
 

２ 負担事業は計画どおり完了し、交付された負担金は、負担目的に沿い執行

されていた。 
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団 体 名   財団法人さが緑の基金 

所 在 地   佐賀市城内一丁目１番５９号 

監査執行年月日 平成１９年１０月 １日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

基 本 財 産       ５４２，２５０，０００円 

出 資 額       ２５０，０００，０００円 出資金 

出 資 率              ４６．１％ 

補 助 事 業 名 佐賀県さが四季彩の郷づくり推進事業費補助 

 補助事業費         ７，４７９，８８３円 

財政的援助内容 

補助金 

 補助金交付額         ３，０９０，０００円 

所 管 課   森林整備課 

 

監 査 の 結 果 
 
１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）事務処理規程で整備を要するものがあった。 
   寄附金の受入れに係る決裁は、事業実施に伴う寄付金は事務局長、募金

特別会計寄付金は常務理事までとなっていた。 
寄附金の取扱いについては、常務理事決裁に統一した事務手続きとなる

よう決裁規程の整備を行われたい。 
 

（２）助成金の事務で適正でないものがあった。 
   緑の募金活動特別会計において、団体から助成金の実績報告が提出され

ていたが、その内容確認がされていないものがあった。 
実績報告の内容によっては助成金の返還が必要となる場合もあることか

ら、早急な事務処理に努められたい。 
 
※未確認の事業報告内訳 
 緑の少年団育成事業活動交付金   ２１件中４件 
  〃    交流大会交付金    ７件中４件 
地域ボランティア活動支援事業   １４件中４件 
「緑の県土づくり」活動支援事業   ３件中３件 

    森林づくりボランティア支援事業  １１件中２件 
 

２ 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行

されていた。 
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団 体 名   佐賀県道路公社 

所 在 地   佐賀市城内一丁目６番５号 

監査執行年月日 平成１９年１０月１８日 

監 査 執 行 者   監査委員  松 尾 隼 雄    

基 本 財 産     ９，２６５，０００，０００円 

出 資 額     ７，４９０，０００，０００円 財政的援助内容 出資金 

出 資 率              ８０．８％ 

所 管 課   道路課 

 

監 査 の 結 果 
 

経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又

は改善を要するものが見受けられた。 

（１）入札事務を、予算の承認を受ける前に行っているものがあった。 

(料金徴収業務委託 ４件) 

① 鳥栖筑紫野道路料金徴収業務委託(委託先：第一道路サービス(株))

② 三瀬トンネル料金徴収業務委託(委託先：大稲産業(株)) 

③ 厳木多久道路料金徴収業務委託(委託先：第一道路サービス(株)) 

④ 東脊振トンネル料金徴収業務委託(委託先：神埼郡農業協同組合) 

・役員会予算承認日 平成１８年３月２７日 

・入札日      平成１８年２月１日 

・契約日      平成１８年４月１日 

 

（２）継続分の道路占用料に係る収入調定で遅延しているものがあった。 

調定時期    平成１９年１月 

調定すべき時期 平成１８年 4月 

調定額     1,868,521 円 

 

（３）定款の見直しを要するものがあった。 

   定款第６条において、副理事長１名を置くこととなっているが、置かれ

ていない。 

 
 
団 体 名   財団法人佐賀県教育文化振興財団 

所 在 地   佐賀市富士町関屋字六反田５１４番 

監査執行年月日 平成１９年１０月２３日、２６日 

監 査 執 行 者   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄    

基 本 財 産        ２０，０００，０００円 

出 資 額        ２０，０００，０００円 出資金 

出 資 率             １００．０％ 

施 設 名 北山少年自然の家 

 委 託 額        ８９，６４２，０００円 

施 設 名 黒髪少年自然の家 

 委 託 額        ６８，０５４，０００円 

施 設 名 波戸岬少年自然の家 

財政的援助内容 

公の施設の 

管 理 

 委 託 額       １１９，０２８，０００円 

所 管 課   社会教育課 

 

監 査 の 結 果 
 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められた。 
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２ 公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部

に是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）少年自然の家の利用促進で検討を要するものがあった。 
   少年自然の家の設置目的は、県内の少年の健全育成であるが、県では目

標として３施設合計の利用団体数を定めている。しかし、実情は、県外の

者や大人の利用も多く、県内の少年の健全育成を達成する上での目標とし

ては妥当でない。 
   このため事業報告書において、利用者数等を報告しているが、県内利用・

県外利用の状況分析がない、使用料を免除した者は報告していない、部屋

の稼働状況の分析がないなど、少年自然の家の設置目的である、県内の少

年の健全育成という観点からの事業報告書の内容とはなっていない。 
   また、管理運営共通業務仕様書に定められている、自己評価の県への報

告もなされていない。 
   少年自然の家の本来の利用促進に向け、県と協議して、適正な目標を設

定し、事業報告書で確認を行い、改善につなげるという仕組みを作り、利

用促進を図られたい。 

 
（２）領収書の発行で適正でないものがあった。 

領収書の発行は、あらかじめ任命された出納員が行うこととなっていた

が、財団法人佐賀県教育文化振興財団理事長名で発行されていた。 

 

【黒髪少年自然の家関係】 

（１）行政財産の目的外使用許可申請がなされていないものがあった。 
食堂内の売店に係る行政財産の目的外の使用許可申請がなされていなか

った。 

 
【波戸岬少年自然の家関係】 

（１）業務仕様書に基づく有資格者の人数が不足していた。 

業務仕様書において、小型船舶２級以上の有資格者４名を常駐させるこ

ととなっているが、３名しかいなかった。 

 

（２）行政財産の目的外使用許可申請がなされていないものがあった。 

食堂内の売店に係る行政財産の目的外の使用許可申請がなされていなか

った。 

 

 
団 体 名   財団法人佐賀県体育協会 

所 在 地   佐賀市日の出二丁目１番１１号 

監査執行年月日 平成１９年１０月１６日 

監 査 執 行 者   監査委員  中 村   孝 

基 本 財 産       ５７３，２６５，９７４円 

出 資 額       ２００，０００，０００円 出資金 

出 資 率              ３４．９％ 

補 助 事 業 名 財団法人佐賀県体育協会運営事業費補助 

 補助事業費       １４０，７８７，５７９円 

 補助金交付額       １３１，１６８，５６８円 

財政的援助内容 

補助金 

補 助 事 業 名
各種競技大会派遣事業費補助（国民体育大会第２

６回九州ブロック大会派遣事業費補助） 
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 補助事業費        １７，２５３，２３７円 

 補助金交付額        １７，２５３，２３７円 

補 助 事 業 名
各種競技大会派遣事業費補助（第６１回国民体育

大会派遣事業費補助） 

 補助事業費        ３１，７５５，９２５円 

 補助金交付額        ３１，７５５，９２５円 

補 助 事 業 名
各種競技大会派遣事業費補助（国民体育大会第６

２回冬季大会派遣事業費補助） 

 補助事業費         ３，９００，３０５円 

 補助金交付額         ３，９００，３０５円 

施 設 名
佐賀県総合運動場、佐賀県総合体育館、市村記念

体育館 
公の施設の 

管 理 
 委 託 額       ２９０，２４９，０００円 

所 管 課   体育保健課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）諸手当の認定事務で適正でないものがあった。 

人件費のうち、扶養手当や住居手当の認定に際しては、所得証明書及び

在学証明書等を徴収して確認されたい。 

 

２ 補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）補助金の交付で適正でないものがあった。 

 県から各種競技大会派遣事業費補助金の交付を受け、国民体育大会に参

加する各種競技団体等へ派遣に係る費用の助成を行っているが、協会が助

成する規程等がなかった。 

   速やかに、規程等を整備し、適正な運用を図られたい。 

 

３ 公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部

に是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）指定管理業務の事業報告に当たり、自己評価が提出されていなかった。 

 

（２）市村記念体育館施設使用料で、現金出納簿への記帳が適正でなかった。 

 

（３）備品の管理で適正でないものがあった。（市村記念体育館） 

前年度の監査で現物確認ができなかった備品が台帳にそのまま備品とし

て整理されているものがあった。 

    備品名 吊り輪 

    数 量 １セット 

    金 額 323,700円 
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団 体 名   財団法人佐賀県暴力追放運動推進センター 

所 在 地   佐賀市城内一丁目１番１号 

監査執行年月日 平成１９年１０月 ５日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

基 本 財 産       ４２７，７４５，４００円 

出 資 額       ２００，０００，０００円 財政的援助内容 出資金 

出 資 率              ４６．８％ 

所 管 課   組織犯罪対策課 

 

監 査 の 結 果 

 

経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又

は改善を要するものが見受けられた。 

（１）委任状の取扱いで、適正でないものがあった。 
評議員会に欠席した者が提出した委任状には、本人の署名・押印はあっ

たが、評決の賛否や委任者名が記載されていなかった。 
 

 
団 体 名   佐賀ターミナルビル株式会社 

所 在 地   佐賀郡川副町大字犬井道９４７６番地１８７ 

監査執行年月日 平成１９年１０月３１日 

監 査 執 行 者   監査委員  松 尾 隼 雄 

基 本 財 産     １，２６７，０００，０００円 

出 資 額 ５４７，０００，０００円 出資金 

出 資 率              ４３．２％ 

貸 付 事 業 名 佐賀空港ターミナルビル設備整備資金貸付 

 貸付事業費        １３，２９３，０００円 

 

財政的援助内容 

 
貸付金 

 貸付金交付額 １３，１６０，０００円 

所 管 課   空港・交通課 

 

監 査 の 結 果 
 

１ 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行

されていた。 

 

２ 貸付事業は計画どおり完了し、貸付金は、貸付目的に沿い執行されていた。

 

 
団 体 名   さが城まつり歌謡音楽祭実行委員会 

所 在 地   佐賀市金立町大字金立１７９－１ 

監査執行年月日 平成１９年 ７月 ３日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名  博記念地域活性化事業費補助 

 補助事業費         ５，３８９，８０６円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額         ４，３１１，０００円 

所 管 課   県民協働課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 
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団 体 名   まちおこしＴＡＫＥ－Ｏ（テイクーゼロ） 

所 在 地   武雄市北方町大字志久２９０－１ 

監査執行年月日 平成１９年 ７月 ２日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県ＣＳＯ活動拠点整備事業費補助 

 補助事業費         ４，８３５，１２９円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額         ４，８００，０００円 

所 管 課   県民協働課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   学校法人耕心学園（伊万里幼稚園） 

所 在 地   伊万里市立花町３９６５番地 

監査執行年月日 平成１９年 ７月２６日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県私立学校運営費補助 

 補助事業費        ９３，４３４，２１２円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        ３０，０６８，０００円 

所 管 課   こども課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   学校法人諸富学園（諸富北幼稚園、諸富南幼稚園） 

所 在 地   佐賀市諸富町大字徳富１６４６番地 

監査執行年月日 平成１９年 ７月３１日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県私立学校運営費補助 

 補助事業費        ７０，６０４，３０８円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        ３５，０７３，０００円 

所 管 課   こども課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 
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団 体 名   学校法人ロザリオ幼稚園 

所 在 地   佐賀市大和町大字久池井１３８４－３ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月 ２日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県私立学校運営費補助 

 補助事業費        ６１，１９５，３５９円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        ２２，２３９，０００円 

所 管 課   こども課 

 

監 査 の 結 果 
 
補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）給与規程の見直しを要するものがあった。 

規程第１１条に規定する役付手当の額が定められておらず、支給もされ

ていなかった。 

 

 
団 体 名   学校法人代和学園（川上幼稚園） 

所 在 地   佐賀市大和町大字東山田１８５７－１ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月 ９日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県私立学校運営費補助 

 補助事業費        ５０，７５１，０１８円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        ２１，７０７，０００円 

所 管 課   こども課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   学校法人佐賀ルーテル学園（唐津ルーテル幼稚園） 

所 在 地   唐津市坊主町４６３ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月 ８日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県私立学校運営費補助 

 補助事業費        ４４，６２２，９０５円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        １７，８５９，０００円 

所 管 課   こども課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 
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団 体 名   学校法人牛津ルーテル学園（牛津幼稚園） 

所 在 地   小城市牛津町牛津５６３ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月１７日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県私立学校運営費補助 

 補助事業費        ３１，３０１，５２６円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        １４，０２８，０００円 

所 管 課   こども課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）園長の給料及び通勤手当の取扱いで規定の整備を要するものがあった。

① 園長の勤務実態は、週３日であり、また給料は、給料表にない額が支

給されており、一般教職員と異なる取扱いになっていた。 
 
② 園長は長崎市内に住所を有し、ＪＲ利用の通勤手当として、月額 
５０，０００円支給されているが、支給額の根拠が明確でなかった。 

 
（２）教職員等に対する諸手当の取扱いで適正でないものがあった。 

① 教職員等に対する通勤手当の支給は、給与規程では、通勤距離を参考

にするとなっていたが、内規によって住所地の市町別に定額とされてい

た。 
 
② 扶養手当の認定に際しては、在学証明書や所得証明書を徴収して確認さ

れたい。 
 

 
団 体 名   社団法人佐賀県私立学校退職基金社団 

所 在 地   佐賀市与賀町７８ 

監査執行年月日 平成１９年 ７月 ６日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県私立学校退職基金社団等補助 

 補助事業費       ２７５，０５０，１４０円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        ４３，１４５，１２０円 

所 管 課   私学文化課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 
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団 体 名   社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

所 在 地   佐賀市鬼丸町７番１８号 

監査執行年月日 平成１９年１０月１８日 

監 査 執 行 者   監査委員  中 村   孝 

補 助 事 業 名 佐賀県社会福祉協議会運営事業（県単）補助 

 補助事業費        ５７，４３７，０９１円 

 補助金交付額        ５４，８２５，２１３円 

補 助 事 業 名 佐賀県セーフティネット支援対策等事業費補助

 補助事業費        ４２，８９０，０６４円 

 補助金交付額        ３３，４０４，０００円 

補 助 事 業 名 佐賀県福祉施設経営指導事業費補助 

 補助事業費         ６，１５１，６２５円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額         ５，９４４，０００円 

所 管 課   地域福祉課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）貸付金に係る収入未済額の解消に努力されたい。 

① 生活福祉資金貸付金 

  平成１８年度末収入未済額  277,933,920 円 

② 離職者支援資金貸付金 

  平成１８年度末収入未済額   29,095,320 円 

 

 
団 体 名   社会福祉法人慈光会（りんでんホームズ） 

所 在 地   西松浦郡有田町二ノ瀬甲１２３０番地－１ 

監査執行年月日 平成１９年 ７月１８日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県老人福祉施設等施設整備費(創設分)補助

 補助事業費       ７７０，０００，０００円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額       ２１６，４２１，０００円 

所 管 課   長寿社会課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   社会福祉法人誠心会（あいの里、あいの里本庄） 

所 在 地   佐賀市田代二丁目８－１５ 

監査執行年月日 平成１９年 ７月２３日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県軽費老人ホーム事務費補助 

 補助事業費        ９６，２２３，５９２円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        ５８，６８８，０００円 

所 管 課   長寿社会課 

 

監 査 の 結 果 
 
補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。（あいの里分） 

（１）施設が行う入居者の収入認定誤りで、事務費自己負担額の減少により補
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助金所要額の変更及び事務費自己負担額の返還が生じるものがあった。 

   補助金所要額の計算は、事務費対象経費実支出額と事務費補助基準額を

比較していずれか低い額から事務費本人徴収額を差し引いた額を補助する

こととなっている。 

   誤収入認定額 2,500 千円 月額本人徴収額１２階層区分 57,000 円 

   正当 〃   2,100 千円   〃     ８ 〃    35,000 円 

                      過大徴収額   22,000 円 

   なお、対象入所者は、夫婦で入所月が平成１９年２月からのため、補助

金所要額の誤り額は 88,000 円（22,000 円×２人×２ヶ月）で、平成１８

年度の補助金額に影響があり、本人に返還すべきであった。 

   施設での収入認定に際しては、補助金額及び入所者の自己負担額に多大

の影響を及ぼすことから、取扱いをより慎重に行われたい。 

 

 
団 体 名   社会福祉法人西九福祉会（山王福祉工場） 

所 在 地   佐賀市大和町大字久留間３０３２ 

監査執行年月日 平成１９年 ７月２４日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県知的障害者福祉工場運営費補助 

 補助事業費        ４５，２５４，３２４円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        ２９，５２０，０００円 

所 管 課   障害福祉課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   社団法人唐津東松浦医師会（唐津看護専門学校） 

所 在 地   唐津市千代田町２５６６－１１ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月２２日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県看護師等養成所運営費補助 

 補助事業費        ９４，２９２，３３９円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        １７，０２７，０００円 

所 管 課   医務課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 
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団 体 名   社団法人武雄杵島地区医師会（武雄看護学校） 

所 在 地   武雄市武雄町大字昭和３００番地 

監査執行年月日 平成１９年 ８月２３日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県看護師等養成所運営費補助 

 補助事業費        ７３，２５４，７０８円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        １７，５３９，０００円 

所 管 課   医務課 

 

監 査 の 結 果 
 
補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）規程に定めていない手当が支給されていた。 
  ア 教務手当 
    １５，０００円／人・月 
    平成１５年３月の理事会で承認され、４月から支給することについて

会長決裁済であるが、給与細則の改正がされていなかった。 
  イ 家族手当 
    給与細則上は、５，０００円／月であるが、教務Ａについて、給与細

則とは違う額を、会長決裁の上、県医師会職員の扶養手当の額を準用し

て支給していた。 
 

 
団 体 名   医療法人財団友朋会 

所 在 地   嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ 

監査執行年月日 平成１９年１０月１５日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県精神障害者社会復帰施設運営事業費補助

 補助事業費        ５７，２９７，８４５円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        ５１，７２２，０００円 

所 管 課   健康増進課 

 

監 査 の 結 果 
 
補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）諸手当の認定事務で適正でないものがあった。 
扶養手当や住宅手当の認定に際しては、在学証明書や所得証明書等を徴

収して確認されたい。 
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団 体 名   ジェイ・ピー・エス株式会社 

所 在 地   鳥栖市酒井西町７９９番地２ 

監査執行年月日 平成１９年１０月１８日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名
際立つ佐賀・たくましい佐賀企業づくり支援事業

費補助 

 補助事業費        １２，６６８，９２３円 

 

財政的援助内容 

 
補助金 

 補助金交付額         ６，２６１，０００円 

所 管 課   新産業課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   株式会社名村造船所 

所 在 地   大阪市西区立売掘二丁目１番９号 

監査執行年月日 平成１９年１１月 ５日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県企業立地補助 

 補助事業費     ６，４８４，８５３，０７９円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額       ５００，０００，０００円 

所 管 課   企業立地課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   豊田合成株式会社 

所 在 地   愛知県西春日井郡春日町大字落合字長畑１番地 

監査執行年月日 平成１９年１０月２９日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県企業立地補助 

 補助事業費     １，９８６，３５９，３６８円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額       １６６，１０８，０００円 

所 管 課   企業立地課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 
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団 体 名   佐賀県職業能力開発協会 

所 在 地   佐賀市成章町１－１５ 

監査執行年月日 平成１９年１０月１２日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県職業能力開発協会補助 

 補助事業費        ３５，１５２，０００円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        ３５，１５２，０００円 

所 管 課   雇用労働課 

 

監 査 の 結 果 
 
補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 
 
団 体 名   佐賀商工会議所 

所 在 地   佐賀市松原一丁目２番３５号 

監査執行年月日 平成１９年 ７月 ９日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

 補助事業費 ８３，５０８，２７５円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ６３，７６２，１３７円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）家族手当の認定事務で適正でないものがあった。 

申請書に所得証明書又は在学証明書の添付のないものや認定者の署名押

印がないものがあった。 

 

（２）補助対象経費の算定で適正でないものがあった。 

補助対象経費に補助対象外である役職手当が含まれていた。 

 

 
団 体 名   鳥栖商工会議所 

所 在 地   鳥栖市元町１３８０―５ 

監査執行年月日 平成１９年 ７月１１日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

 補助事業費 ４５，９５０，４２４円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ３２，７８６，２１３円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）補助対象経費の算定で適正でないものがあった。 

退職手当積立金の支出で、補助対象外職員（記帳指導職員２名）に係る

経費についても補助対象経費として支出されていた。 
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団 体 名   武雄商工会議所 

所 在 地   武雄市武雄町大字富岡７７１９番地 

監査執行年月日 平成１９年 ７月１３日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

 補助事業費 ４０，３８４，３７６円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ２８，８１９，８０８円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）給与規程で見直しを要するものがあった。 

給与規程第１３条第２項において、時間外勤務手当の時間単価の積算根

拠が記載されているが、その分母で一週４０時間とすべきところを４１時

間としていた。 

 

 
団 体 名   鹿島商工会議所 

所 在 地   鹿島市大字高津原４２９６番地４１ 

監査執行年月日 平成１９年 ７月１７日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

 補助事業費 ３９，４３６，１１１円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ２７，７５４，３２７円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）給与規程で見直しを要するものがあった。 

職員給与規程にない手当（役職加算）が支出されていた。 

支出額 188,464円（補助対象額） 
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団 体 名   小城商工会議所 

所 在 地   小城市小城町松尾４０３２番地５号 

監査執行年月日 平成１９年 ７月１９日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

 補助事業費 ４３，２４７，５９７円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ３０，４１８，３４９円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）退職手当積立金の取扱いで適正でないものがあった。 

退職手当積立金の支出で、積立すべき額以上の積み立てがなされていた。

平成１９年３月末積立額    55,105,343円 

平成１９年３月末積立額必要額 53,866,900円 

差引額  1,238,443円 

平成１８年度退職手当積立額   2,620,000円 

 

（２）給与規則で、見直しを要するものがあった。 

給与規則第１２条第２項では、「管理職手当の月額は、当該職員の給料

月額の１００分の５に相当する額とする。」となっているが、定額で支給

されていた。 

 給料月額      実支給額      ５％の額  

所長 ４０５，９００円  ２０，０００円  ２０，２９０円 

次長 ２８５，４００円  １１，０００円  １４，２７０円 

課長 ２７５，８００円   ５，０００円  １３，７９０円 

 

 
団 体 名   有田商工会議所 

所 在 地   西松浦郡有田町大樽一丁目４番１号 

監査執行年月日 平成１９年 ７月２３日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

 補助事業費 ３５，０５２，１６７円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ２２，３７８，４２７円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）時間外勤務手当の支給で適正でないものがあった。 

「有田陶器市」期間中における職員の時間外勤務手当については、業務

内容が同程度であるとして、積算根拠となる時間単価を、従事職員の平均

単価を基礎に支給されていた。 
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団 体 名   諸富町商工会 

所 在 地   佐賀市諸富町大字為重５２９－５ 

監査執行年月日 平成１９年 ７月２５日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

 補助事業費 ３３，５８４，８１８円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ２３，８０１，１６８円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   大和町商工会 

所 在 地   佐賀市大和町大字尼寺１８５４－５ 

監査執行年月日 平成１９年 ７月２７日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

 補助事業費 ３１，９１２，６４５円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ２２，２４４，２８８円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 
 
補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）扶養手当の認定事務で適正でないものがあった。 
扶養手当の認定に際しては、所得証明書や在学証明書を徴収して確認され

たい。 

 

 
団 体 名   神埼市商工会（旧千代田町商工会） 

所 在 地   神埼市神埼町神埼４１３－３ 

監査執行年月日 平成１９年 ７月３０日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

 補助事業費 ３２，７６５，０４１円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ２３，０３１，５１２円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 
 
補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 
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団 体 名   吉野ヶ里町商工会（旧三田川町商工会） 

所 在 地   神埼郡吉野ヶ里町吉田２８３－６ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月 １日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

 補助事業費 ３２，１１６，２５１円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ２１，９０６，４１３円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   大町町商工会 

所 在 地   杵島郡大町町大字福母４１９－３ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月 ３日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

 補助事業費 ３０，３０７，４６８円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ２１，０５４，８１２円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 

 
補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）扶養手当の認定事務で適正でないものがあった。 
扶養手当の認定に際しては、在学証明書や所得証明書を徴収して確認さ

れたい。 
 

 
団 体 名   伊万里西松浦地区有害鳥獣広域駆除対策協議会 

所 在 地   伊万里市立花町１３５５番地１ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月 ６日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県有害鳥獣(猪)被害防止対策補助 

 補助事業費 ２６，２２５，４００円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 １１，０３５，０００円 

所 管 課   生産者支援課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 
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団 体 名   伊万里西松浦森林組合 

所 在 地   伊万里市大坪町丙１４０番地１ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月 ８日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県造林事業補助 

 補助事業費 ５５，７２０，９００円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ２３，４１６，４７０円 

所 管 課   林業課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   太良町森林組合 

所 在 地   藤津郡太良町大字多良３２１７番地３ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月 ９日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県造林事業補助 

 補助事業費 ６１，５４３，２００円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ２４，８０２，７００円 

所 管 課   林業課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   富士大和森林組合 

所 在 地   佐賀市富士町大字古湯２７９４番地 

監査執行年月日 平成１９年 ８月１７日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県造林事業補助 

 補助事業費 ２０７，２１５，４００円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ９３，７２２，４９０円 

所 管 課   林業課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 
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団 体 名   佐賀東部土地改良区 

所 在 地   神埼市千代田町直鳥１４２５―１ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月２０日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県営かんがい排水淡水切替助成事業助成 

 補助事業費 ４４，３４０，５５３円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ４４，３４０，５５３円 

所 管 課   農地整備課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   白石土地改良区 

所 在 地   杵島郡白石町大字福田１８０９番地１ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月２２日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県新農業水利システム保全対策事業補助 

 補助事業費 １８，２６０，０００円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 １３，６３０，０００円 

所 管 課   農地整備課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   三日月土地改良区（旧三日月北部土地改良区） 

所 在 地   小城市芦刈町三王崎３４６番地２ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月２４日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県新農業水利システム保全対策事業補助 

 補助事業費 １３，１７０，０００円 

 補助金交付額 １０，０８５，０００円 

補 助 事 業 名
佐賀県土地改良区組織運営基盤強化対策事業費

補助 

 補助事業費  ３，６０２，０００円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額  ３，３４３，０００円 

所 管 課   農地整備課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 
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団 体 名   川副町土地改良区 

所 在 地   佐賀郡川副町大字鹿江４１９－５ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月２７日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県新農業水利システム保全対策事業補助 

 補助事業費 １３，３２０，０００円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 １０，１９０，０００円 

所 管 課   農地整備課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   鹿島市土地改良区（旧重ノ木土地改良区） 

所 在 地   鹿島市大字山浦甲１５６４番地２ 

監査執行年月日 平成１９年 ９月２０日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名
佐賀県土地改良区組織運営基盤強化対策事業費

補助 

 補助事業費 １５，９８７，０００円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 １５，８５８，０００円 

所 管 課   農地整備課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）補助事業で取得した財産が、土地改良区の財産として管理されていなか

った。 

補助事業で取得した土地改良施設(水路のフェンス)等が、鹿島市土地改

良区会計細則に定める土地改良施設台帳、固定資産台帳に記帳されず、ま

た、鹿島市土地改良区の決算書に取得財産として表示されていなかった。 

    補助事業で取得した財産 

  ・ 水路フェンス   2,005,500円 

  ・ パソコン一式     970,830円 

  ・ 賦課金会計ソフト  670,000円 

  ・ ＧＩＳシステム  8,515,000円 

        合  計   12,161,330円 
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団 体 名   上場土地改良区 

所 在 地   唐津市養母田字沼５５４－１ 

監査執行年月日 平成１９年 ８月３１日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名
佐賀県土地改良事業負担金総合償還対策事業助

成 

 補助事業費 ６２，９５４，７５６円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 １３，８９２，６４３円 

所 管 課   農地整備課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   松浦鉄道株式会社 

所 在 地   佐世保市白南風町１番１０号 

監査執行年月日 平成１９年 ９月 ３日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県松浦鉄道施設整備事業費補助 

 補助事業費 ４７８，８７８，３５４円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 ４４，４０４，０００円 

所 管 課   空港・交通課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   全日本空輸株式会社 

所 在 地   東京都港区東新橋一丁目５番２号 

監査執行年月日 平成１９年１０月 ９日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀空港ハイジャック等防止検査業務補助 

 補助事業費 ４７，２２３，９６０円 

 補助金交付額 ２３，６１１，９８０円 

補 助 事 業 名 平成１８年度佐賀空港検査機器設置事業補助 

 補助事業費        １８，５６８，０００円 

 補助金交付額         ９，２８４，０００円 

補 助 事 業 名 平成１８年度佐賀空港夜間駐機費補助 

 補助事業費        ８３，４８７，８８０円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額        ２５，０４６，３６４円 

所 管 課   空港・交通課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 
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団 体 名   日本通運株式会社福岡航空支店 

所 在 地   福岡市博多区大井一丁目１番４号 

監査執行年月日 平成１９年１０月１２日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 佐賀県佐賀空港国際貨物利用促進事業補助 

 補助事業費 １２，７５２，６７０円 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

 補助金交付額 １２，７５２，６７０円 

所 管 課   空港・交通課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行さ

れていた。 

 

 
団 体 名   佐賀県ヨット連盟 

所 在 地   唐津市二タ子三丁目１番８号 

監査執行年月日 平成１９年１０月２３日 

監 査 執 行 者   監査委員  中 村   孝 

補 助 事 業 名 佐賀県ヨット連盟運営事業費補助 

 補助事業費        １３，４１１，７４６円 補助金 

 補助金交付額        １３，４１１，７４６円 

施 設 名 佐賀県ヨットハーバー 

財政的援助内容 

公の施設の 

管 理  委 託 額        １８，５９５，０００円 

所 管 課   体育保健課 

 

監 査 の 結 果 
 

１ 補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）給与規程で整備を要するものがあった。 

   通勤手当の定めがないままに、通勤手当が支給されていた。 

 

２ 公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行の一部

に是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）団体の代表である会長が選任されていなかった。 

平成１８年１月から会長不在で、副会長を会長代行としている。速やか

に会長を選出されたい。 

 

（２）平成１８年度協定締結の際に備品一覧表が体育保健課から指定管理者に

送付されず、指定管理者も確認していなかった。備品管理を徹底されたい。

 

（３）施設使用許可及び使用料徴収等に関し改善・検討を要するものがあった。

施設使用許可は、管理運営業務仕様書により指定管理者が行うことにな

っているが、申請書様式は申請先が教育長宛になっており、許可権者も教

育長になっていた。 

 

（４）施設の管理で適正でないものがあった。 

   施設内全体（食堂を含め）に私物が多数散乱しており、また、ボイラー

付近には干し物が多数あるなど危険な状態であり、管理が適正でなかった。
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団 体 名   佐賀県農業協同組合（旧佐城農業協同組合） 

所 在 地   佐賀市栄町２－１ 

監査執行年月日 平成１９年１０月１７日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

補 助 事 業 名 農林水産業施設災害復旧事業補助 

 補助事業費 ３１，９４８，０００円 補助金 

 補助金交付額 １６，４０４，０００円 

貸 付 事 業 名 就農支援資金（就農施設等資金）貸付 

 貸付事業費        ３４，３９７，０００円 

 

財政的援助内容 

 
貸付金 

 貸付金交付額        ３４，３９７，０００円 

所 管 課   生産者支援課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行

されていた。 

 

２ 貸付事業は計画どおり完了し、貸付金は、貸付目的に沿い執行されていた。

 

 
団 体 名   伊万里市農業協同組合 

所 在 地   伊万里市立花町１２９０－１ 

監査執行年月日 平成１９年１０月１９日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

利子補給事業名 佐賀県農業近代化資金利子補給 

 補給事業費 ３８，５４４，９７６円 利子補給 

 補給金交付額 ３８，５４４，９７６円 

貸 付 事 業 名 就農支援資金（就農施設等資金）貸付 

 貸付事業費 ３４，０００，０００円 

 

財政的援助内容 

 
貸付金 

 貸付金交付額 ３４，０００，０００円 

所 管 課   生産者支援課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 利子補給事業は計画どおり完了し、交付された利子補給金は、利子補給目

的に沿い執行されていた。 

 

２ 貸付事業は計画どおり完了し、貸付金は、貸付目的に沿い執行されていた。
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団 体 名   唐津農業協同組合 

所 在 地   唐津市浜玉町浜崎５９８番地１ 

監査執行年月日 平成１９年１０月１６日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

利子補給事業名 佐賀県農業近代化資金利子補給 

 補給事業費 ４４，９２９，０３１円 利子補給 

 補給金交付額 ４４，９２９，０３１円 

貸 付 事 業 名 佐賀県農業改良資金貸付金貸付 

 貸付事業費        １８，０００，０００円 

 貸付金交付額        １８，０００，０００円 

貸 付 事 業 名 就農支援資金（就農施設等資金）貸付 

 貸付事業費        ２３，０００，０００円 

 

財政的援助内容 

 
貸付金 

 貸付金交付額        ２３，０００，０００円 

所 管 課   生産者支援課 

 

監 査 の 結 果 
 

１ 利子補給事業は計画どおり完了し、交付された利子補給金は、利子補給目

的に沿い執行されていた。 

 

２ 貸付事業は計画どおり完了し、貸付金は、貸付目的に沿い執行されていた。

 

 
団 体 名   佐賀県信用漁業協同組合連合会 

所 在 地   佐賀市西与賀町大字厘外８２１番地 

監査執行年月日 平成１９年１０月２２日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

利子補給事業名 佐賀県漁協等経営基盤強化対策事業利子補給 

 補給事業費 ２０，４５２，５６１円 

 補給金交付額    ２０，４５２，５６１円 

補 助 事 業 名 佐賀県漁業近代化資金利子補給 

 補給事業費        ３８，７４０，０２１円 

 

財政的援助内容 

 

利子補給 

 補給金交付額        ３８，７４０，０２１円 

所 管 課   生産者支援課 

 

監 査 の 結 果 

 

利子補給事業は計画どおり完了し、交付された利子補給金は、利子補給目的

に沿い執行されていた。 
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団 体 名   社団法人佐賀県部落解放推進協議会 

所 在 地   唐津市栄町２５８８番地１１ 

監査執行年月日 平成１９年 ７月１０日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄    

施 設 名 佐賀県解放会館 
財政的援助内容 

公の施設の 

管 理  委 託 額        ２５，５０２，０００円 

所 管 課   人権・同和対策課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理は、おおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部

に是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）会計処理で適正でないものがあった。 

協議会の財務規定第４条で会計処理は、複式簿記で処理することとなっ

ているが、単式簿記での会計処理がなされていた。 

平成２０年度から新公益法人会計基準に移行が必要なことから、早急に

複式簿記の導入に努められたい。 

 

（２）委託費の支払いで適正でないものがあった。 

地下タンク漏洩検査を平成１８年３月に実施したが、平成１７年度予算

の都合がつかない事を理由に平成１８年度予算で４月に支出していた。 

 

 
団 体 名   社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

所 在 地   佐賀市鬼丸町７番１８号 

監査執行年月日 平成１９年１０月１８日 

監 査 執 行 者   監査委員  中 村   孝 

施 設 名 佐賀婦人寮 
財政的援助内容 

公の施設の 

管 理  委 託 額 なし 

所 管 課   母子保健福祉課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に

是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）会計事務で適正でないものがあった。 

寮の運営に係る県への措置費の請求（領収）を寮長が行っているが、そ

の根拠が指定管理者である佐賀県社会福祉協議会の経理規程等に明確に規

定されていなかった。 

 

 
団 体 名   社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

所 在 地   佐賀市鬼丸町７番１８号 

監査執行年月日 平成１９年１０月２９日 

監 査 執 行 者   監査委員  松 尾 隼 雄      田 中 俊 雄 

施 設 名 佐賀向陽園 
財政的援助内容 

公の施設の 

管 理  委 託 額 なし 

所 管 課   長寿社会課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に

是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）財産の管理で不適切なものがあった。 
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  ① 管理させている県備品の中で、現物の確認できないものがあった。 

    トランシーバー１台 

 

  ② 佐賀県立養護老人ホーム佐賀向陽園及び伊万里向陽園の管理運営に関

する協定書第１１条第１項の規定により、社会福祉協議会が措置費等で

備品等を購入した場合は、県が定める備品台帳にその旨記載するととも

に、その帰属は県のものとするとされている。 

しかし、社会福祉協議会は、平成１８年度に購入した備品等について

その手続をとっておらず、備品等は社会福祉協議会の帰属となっている。

 

 
団 体 名   社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

所 在 地   佐賀市鬼丸町７番１８号 

監査執行年月日 平成１９年１１月 ２日 

監 査 執 行 者   監査委員  中 村   孝      田 中 俊 雄 

施 設 名 伊万里向陽園 
財政的援助内容 

公の施設の 

管 理  委 託 額 なし 

所 管 課   長寿社会課 

 

監 査 の 結 果 

 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に

是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）財産の管理で不適切なものがあった。 

   佐賀県立養護老人ホーム佐賀向陽園及び伊万里向陽園の管理運営に関す

る協定書第１１条第１項の規定により、社会福祉協議会が措置費等で備品

等を購入した場合は、県が定める備品台帳にその旨記載するとともに、そ

の帰属は県のものとするとされている。 

しかし、社会福祉協議会は、平成１８年度に購入した備品等についてそ

の手続をとっておらず、備品等は社会福祉協議会の帰属となっている。 

 

 
団 体 名   社会福祉法人佐賀ライトハウス 

所 在 地   佐賀市天神一丁目４番１６号 

監査執行年月日 平成１９年１０月２６日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

施 設 名 佐賀県立点字図書館 
財政的援助内容 

公の施設の 

管 理  委 託 額        ２３，３０１，０００円 

所 管 課   障害福祉課 

 

監 査 の 結 果 

 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に

是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）休館日の運用で不適正なものがあった。 

   佐賀県立点字図書館設置条例施行規則第４条の規定により、休館日は、

月曜日及び１２月２９日から翌年の１月３日までとされているが、事業計

画書には閉館予定日として、毎週月曜日及び祝祭日他と記載され、現に祝

祭日に休館されていた。 

   平成１５年８月８日までは、休館日が、祝日、日曜日及び年末年始であ

ったのを、改正して同年８月９日から、月曜日及び年末年始に改正したに

もかかわらず、従前のまま祝日を休館としていたものである。 
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（２）事業計画書のとおり事業が実施されていないものがあった。 

   事業計画書において、利用者からの意見を点字図書館運営に反映させる

ため、点字図書館、利用者団体である 佐賀県視覚障害者団体連合会、ボ

ランティア団体である点字図書館友の会の代表、各々数名からなる「点字

図書館運営懇談会（仮称）」を立ち上げることとされているが、設置されて

いなかった。 

 

（３）指定管理者が行うべき備品管理業務で県に報告されていないものがあっ

た。 

佐賀県立点字図書館管理運営業務仕様書第２の管理基準によれば、県か

ら無償貸与されている巡回用車両の、自動車保険については、指定管理者

が一定条件以上の内容で加入し、保険証の写しを県に提出するようになっ

ているが提出されていなかった。 

 

 
団 体 名   特定非営利活動法人佐賀県難病支援ネットワーク 

所 在 地   佐賀市駅前中央一丁目８番３２号 

監査執行年月日 平成１９年１１月 ２日 

監 査 執 行 者   監査委員  松 尾 隼 雄      吉 田 欣 也 

施 設 名 佐賀県難病相談・支援センター 
財政的援助内容 

公の施設の 

管 理  委 託 額 ７，０７３，０００円 

所 管 課   健康増進課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に

是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）会計処理で適正でないものがあった。 

指定管理に係る会計については、佐賀県難病相談・支援センター会計処

理規程第３条の規定のとおり特別会計として整理されたい。 

 

 
団 体 名   佐賀県総合射撃推進協会 

所 在 地   鳥栖市本鳥栖町３３１番地６ 

監査執行年月日 平成１９年１０月３１日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

施 設 名 佐賀県射撃研修センター 
財政的援助内容 

公の施設の 

管 理  委 託 額        ２２，６４８，０２８円 

所 管 課   生産者支援課 

 

監 査 の 結 果 

 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に

是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）事業計画に基づく事業を実施していないものがあった。 

教習射撃場の指定を受けて運営する計画となっていたが、未だ実施され

ていなかった。 

 

（２）施設の管理で適正でないものがあった。 

県の許可を得ることなく、可動式のクレー放出機を置いていた。 

 

 
 
 



 - 50 -

団 体 名   マベック・松尾建設共同企業体 

所 在 地   佐賀市新中町１１番１８号 

監査執行年月日 平成１９年 ９月１０日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

施 設 名 県営住宅（鳥栖地区） 
財政的援助内容 

公の施設の 

管 理  委 託 額        ４１，８８３，０００円 

所 管 課   建築住宅課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理は、おおむね適正に行われていた。 

 

 
団 体 名   財団法人スマイルアース 

所 在 地   佐賀市富士町藤瀬７２４番地の４ 

監査執行年月日 平成１９年１１月 ２日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝      松 尾 隼 雄 

施 設 名 佐賀県立二十一世紀県民の森 
財政的援助内容 

公の施設の 

管 理  委 託 額        １６，１２０，０００円 

所 管 課   森林整備課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に

是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）経理規程等が整備されていなかった。 

経理に関する規程、文書に関する規程が整備されていないので、早急に

整備されたい。 

 

（２）自己評価が実施されていなかった。 

管理運営業務仕様書により、利用者等の意見や要望を把握し、運営に反

映させるよう努めるとともに、その結果について県に報告することとなっ

ているが、実施されていなかった。 

 

 
団 体 名   乃村・松尾宇宙科学館活性化共同事業体 

所 在 地   東京都港区芝浦四丁目６番４号 

監査執行年月日 平成１９年１１月 ２日 

監 査 執 行 者   監査委員  中 村   孝      田 中 俊 雄 

施 設 名 佐賀県立宇宙科学館 
財政的援助内容 

公の施設の 

管 理  委 託 額       ３１１，４２０，０００円 

所 管 課   文化課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行の一部に

是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）行政財産の目的外使用許可申請がなされていないものがあった。 

   飲料水等の自動販売機が無断で設置され、業者から売上げ手数料が収入

されている。 

   自動販売機の設置については、事前に県から設置の許可を取るべきであ

る。 
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      所 管 課 ご と の 監 査 結 果 
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１ 出資団体関係 

 
所 管 課   男女共同参画課・社会教育課 

団 体 名   財団法人佐賀県女性と生涯学習財団 

出資金 出 資 額        ２０，０００，０００円  

財政的援助内容 

 

公の施設の 

管 理 
施 設 名

佐賀県立女性センター・佐賀県立生涯学習セン

ター 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）行政財産の目的外使用許可に係る使用料の徴収で、検討を要するものがあ

った。 
 自動販売機の設置許可がなされ、使用料については佐賀県行政財産使用

料条例第５条第４号「その他知事が使用料を徴収することを不適当と認め

たとき」を適用して免除されている。 
しかしながら、平成１８年度から公の施設の管理ついては、指定管理者

制度に移行したことから、適正な使用料を徴収すべきである。 
 

（２）協定書の内容で適正でないものがあった。 

平成１８年度協定書の変更（管理委託料の増額）がなされていたが、業

務仕様書の変更（増額に対応する業務内容の追加）がなされていなかった。

 

（３）事業報告書に対する結果の通知がなされていなかった。 

基本協定書第１７条第２項の規定により、県は、指定管理者から事業報

告書を受理したときは、管理運営業務の実施状況、利用状況、収支、自己

評価等の内容を確認し、その結果を指定管理者に通知することとなってい

るが、通知されていなかった。 
 

 
所 管 課   新産業課、商工課、雇用労働課 

団 体 名   財団法人佐賀県地域産業支援センター 

出資金 出 資 額         ８，０００，０００円 

補 助 事 業 名
財団法人佐賀県地域産業支援センター運営費補

助 

 補助事業費       １４１，２８４，５３２円 

 補助金交付額       １４１，０９０，０１０円 

補 助 事 業 名 佐賀県地域産業支援対策事業費補助 

 補助事業費        ８４，２４６，４１５円 

 補助金交付額        ７８，９６０，９２０円 

補 助 事 業 名 佐賀県技術振興等補助 

 補助事業費       １０４，７３３，８４３円 

 補助金交付額       １０４，６９６，７４５円 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模企業者等設備貸与事業円滑化補助

 補助事業費         ３，９７４，０００円 

補助金 

 補助金交付額         ３，９７４，０００円 

損失補償事業名
佐賀県小規模企業者等設備導入資金貸付事業損

失補償 

 補償事業費         ３，４８３，０００円 
損失補償 

 補償金交付額         ３，４８３，０００円 

貸 付 事 業 名 佐賀県小規模企業者等設備導入資金貸付 

財政的援助内容 

貸付金 

 貸付事業費       １６８，７５０，０００円 
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 貸付金交付額       １６８，７５０，０００円 

負 担 事 業 名
中小企業勤労者者福祉サービスセンター事業費

負担 

 負担事業費        ３５，４７１，９３５円 
負担金 

 負担金交付額         ７，０００，０００円 

公の施設の 

管 理 
施 設 名

佐賀県地域産業支援センター 

佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター 

 

監 査 の 結 果 

 

 

【地域産業支援センター関係】 

（１）運営費補助金の実績報告書の審査が不十分であった。 

経費の区分間を（人件費と事務費）変更する場合は、知事の承認を受けな

ければならないが、受けないままに実績報告書が提出されていた。 

 

（２）会計処理で適正でないものがあった。 

指定管理に係る経理は、特別会計として区分するよう指導されたい。 

 

（３）事業報告書の報告内容で検討を要するものがあった。 
事業報告書のうち、「管理運営業務の実施状況」については、管理運営費

の支出状況を実施状況報告として報告されているが、管理業務の具体的内

容を報告させるなど、今後の管理運営の参考になるよう報告内容を指定管

理者と協議・検討されたい。 
 

（４）指定管理に係る管理運営費（県委託料）に、人件費が算定されていなか

った。 
   指定管理業務に係る人件費を措置されたい。 
 
【佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター関係】 

（１）公募期間が短く、周知期間、事業計画書の作成期間としても不適正であ

った。 
公募期間が平成１５年１０月１０日から２４日までと、短期間である。

周知期間としても、事業計画書を作成する期間としても不適正であった。

 
（２）指定管理に係る各種の提出書類の審査が不十分であった。 

指定管理者からの事業計画書、事業報告書、収支計算書に、指定管理業

務でないもの（県からの別途の委託事業）が含まれていた。 
 

（３）行政財産の目的外使用許可申請がなされていないものがあった。 

自動販売機が設置されていたが、行政財産の目的外使用許可の申請がな

されていなかった。 
使用許可を行うとともに、適正な使用料を徴収されたい。 

 

 
所 管 課   土地対策課 

団 体 名   佐賀県土地開発公社 

財政的援助内容 出資金 出 資 額       ３０，０００，０００円    

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）公社保有地の処分計画について 
県土地開発公社が保有している旧神埼工業団地については、県において

土地利用及び処分方針を早急に立てるとともに、旧神埼工業団地内にある

未買収地についても、買収の可否を含め検討されたい。 
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（２）公社の存続について 
県の外郭団体見直し計画の中で、県土地開発公社についても見直し計画

を策定するようになっているが、未だに結論が出されていないので、関係

各機関と協議のうえ、速やかに結論を出されたい。 
 

 
所 管 課   道路課 

団 体 名   佐賀県道路公社 

財政的援助内容 出資金 出 資 額    ７，４９０，０００，０００円    

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）不採算路線の改善で、抜本的な改善の検討を要するものがあった。 
厳木多久道路は、不採算路線となっており、用地は４車線分確保してい

るが、通行台数、通行料金とも計画を大きく下回っており、平成１５,１６
年度に計画していた４車線化を行えず、暫定２車線のままであり、不採算

路線となっており、これが道路公社全体の収支を悪化させる原因となって

いる。 
今後改善の見込みは立たず、道路公社単独での経営努力、経費削減で解

消できる問題ではなくなりつつある。 
県主導による抜本的な対策を検討されたい。 

 

 
所 管 課   社会教育課 

団 体 名   財団法人佐賀県教育文化振興財団 

出資金 出 資 額        ２０，０００，０００円  

財政的援助内容 

 
公の施設の 

管 理 
施 設 名

北山少年自然の家、黒髪少年自然の家、波戸岬

少年自然の家 

 

監 査 の 結 果 

 

 
（１）少年自然の家の利用促進で検討を要するものがあった。 

   少年自然の家の設置目的は、県内の少年の健全育成であるが、県では目

標として３施設合計の利用団体数を定めている。しかし、実情は、県外の

者や大人の利用も多く、県内の少年の健全育成を達成する上での目標とし

ては妥当でない。 

   このため事業報告書において、利用者数等を報告しているが、県内利用・

県外利用の状況分析がない、使用料を免除した者は報告していない、部屋

の稼働状況の分析がないなど、少年自然の家の設置目的である、県内の少

年の健全育成という観点からの事業報告書の内容とはなっていない。 

   また、管理運営共通業務仕様書に定められている、自己評価の県への報

告もなされていない。 

   少年自然の家の本来の利用促進に向け、指定管理者と協議して、適正な

目標を設定し、事業報告書で確認を行い、改善につなげるという仕組みを

作り、利用促進を図られたい。 

 

（２）利用料金制の導入について検討されたい。 

波戸岬少年自然の家の施設として、研修室３室、実習室（60 人）、和室

２室（15畳、12畳）、オリエンテーション室、体育館、環境学習施設等が

整備されているが、これらの利用に対する施設使用料が規定されておらず、

施設使用料は、宿泊料（大人 210 円、子供 100 円）のみとなっており、県

に納入することとなっている。 
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このため、指定管理者が利活用を促進し、施設の利用者が増加しても光

熱水費等も増加し、管理費も増加することから、指定管理者としてはメリ

ットとはなっていない。 

今後、宿泊料及び施設の利用について利用料金制を導入し、指定管理者

の創意工夫を生かしたやりがいのある方法となるよう検討されたい。 

 

【黒髪少年自然の家関係】 

（１）行政財産の目的外使用許可申請がなされていなかった。 

食堂内の売店に係る行政財産の目的外使用許可申請がなされていなかっ

た。使用許可を行うとともに、適正な使用料を徴収されたい。 

 

【波戸岬少年自然の家関係】 

（１）業務仕様書に基づく有資格者の人数が不足していた。 

業務仕様書において、小型船舶２級以上の有資格者４名を常駐させるこ

ととなっているが、３名しかいなかった。 

 

（２）売店設置に係る行政財産の目的外使用許可申請がなされていなかった。ま

た、自動販売機の設置に係る行政財産の使用許可はなされていたが、使用料

は免除されていた。 

使用許可を行うとともに、適正な使用料を徴収されたい。 

 

 
所 管 課   体育保健課 

団 体 名   財団法人佐賀県体育協会 

出資金 出 資 額       ２００，０００，０００円 

補 助 事 業 名 財団法人佐賀県体育協会運営事業費補助 

 補助事業費       ５７３，２６５，９７４円 

 補助金交付額       ２００，０００，０００円 

補 助 事 業 名 
各種競技大会派遣事業費補助（国民体育大会第

２６回九州ブロック大会派遣事業費補助） 

補助事業費       １４０，７８７，５７９円 

補助金交付額       １３１，２６８，５６８円 

補 助 事 業 名 
各種競技大会派遣事業費補助（第６１回国民体

育大会派遣事業費補助） 

補助事業費        １７，２５３，２３７円 

補助金交付額        １７，２５３，２３７円 

補 助 事 業 名 
各種競技大会派遣事業費補助（国民体育大会第

６２回冬季大会派遣事業費補助） 

補助事業費         ３，９００，３０５円 

補助金 

補助金交付額         ３，９００，３０５円 

 

財政的援助内容 

 

公の施設の 

管 理 
施 設 名

佐賀県総合運動場、佐賀県総合体育館、市村記

念体育館 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付要綱で見直しが必要なものがあった。 

各種競技大会派遣事業費補助金交付要綱第４条で規定する補助金交付の

条件として、佐賀県体育協会が各種競技団体等への助成事業を行う場合に

は、佐賀県体育協会は、県が付した交付の条件と同様の条件を付すべきこ

とが、明記されていない。 
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（２）指定管理業務の事業報告に当たり、自己評価を提出させていなかった。

 

（３）備品の管理で適正でないものがあった。（市村記念体育館） 

前年度の監査で現物確認ができなかった備品が台帳にそのまま備品とし

て整理されているものがあった。 

    備品名 吊り輪 

    数 量 １セット 

    金 額 323,700 円 

 

 
所 管 課   空港・交通課 

団 体 名   佐賀ターミナルビル株式会社 

出資金 出 資 額      ５４７，０００，０００円    

貸 付 事 業 名 佐賀空港ターミナルビル設備整備資金貸付 財政的援助内容 
貸付金 

 貸付金貸付額       １３，１６０，０００円 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）貸付事務の執行で適正でないものがあった。 
   県から貸し付けられる限度額の通知が遅れ、貸付申請書の提出や貸付決

定通知も工事完了後の処理となっていた。 
   県は、当初予算において貸し付けることを決定しているので、貸付限度

額は年度の早期に通知するよう改められたい。 
 
    工事名      吸収式令温水発生器定期分解整備工事 
    工事請負契約日  平成１８年１１月１日 

工期       平成１８年１１月１日～ 
平成１９年１月３１日（１月１２日完了） 

    貸付限度額通知日 平成１９年１月８日 
    申請書提出日   平成１９年１月２３日 
    貸付決定通知日  平成１９年２月６日 
 

 
 
２ 補助金等交付団体関係 

 
所 管 課   こども課 

補 助 事 業 名 佐賀県私立学校運営費補助 

補助団体数 学校法人耕心学園（伊万里幼稚園）ほか７４団体

 補助事業費 ３，５６３，６１０，０００円   
財政的援助内容 補助金 

 補助金交付額 １，４５８，９９５，０００円   

監査実施団体数 ６団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助対象経費の支出根拠となる諸規程の取扱について指導を要するものが

あった。 

① 補助金交付団体の中には、補助対象経費である職員給与費の支出根拠と

なる諸規程の整備・見直しが必要な団体があった。 

 

② 運営費等で事業費に計上する補助対象経費の範囲について、補助対象外

の経費も含めている団体が見られた。 
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所 管 課   長寿社会課 

補 助 事 業 名 佐賀県老人福祉施設等設備整備費(創設分)補助

 補助団体数 社会福祉法人慈光会ほか１団体 

 補助事業費 １，０７２，９６０，０００円   
財政的援助内容 補助金 

 補助金交付額   ２７１，７２９，０００円   

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金申請等事務や補助事業執行の審査及び補助金交付要綱等関係規程

の整備で適正でないものがあった。 

交付申請書の対象経費の記入誤りや実績報告書の様式間違いなど、補助

金交付事務に係る審査が不十分なものがあった。 

また、執行に際して、県への報告書類（入札結果、工事着手届、工事進

捗状況報告）で提出日の日付のないものや、事業完了の遅れに関する「知

事への報告」が電話で済まされるなど不適切な事務がなされていた。 

補助事業の執行について指導を徹底されたい。 

 

（２）補助金の額の確定で適正でないものがあった。 

   平成１９年６月１２日付けで額の確定を行っていた。 

 

補 助 事 業 名 佐賀県軽費老人ホーム事務費補助 

 補助団体数 社会福祉法人誠心会ほか２２団体 

補助事業費 ７４１，２７６，３７１円   
財政的援助内容 補助金 

 補助金交付額 ５３６，９８２，０００円   

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金で額の確定が遅れているものがあった。 

当補助金は、翌年度に精算交付をする規定がなく、額の確定が補助金の

交付年度後（出納整理期間を含む）になされると、補助金額に不足が生じ

ても追加交付することができない。 

 額の確定は、補助金の追加交付決定をするか、補助金の一部取消（減額

決定）をするか、あるいは当初の交付決定を変更しない旨のいずれかの意

思表示を行うものであるから、速やかに（遅くとも出納整理期間末までに）

行うべきものである。 

補助金の額の確定については、交付年度中（出納整理期間を含む）の確 

定行為に努められたい。 

 
 
所 管 課   医務課 

補 助 事 業 名 佐賀県看護師等養成所運営費補助 

 補助団体数 社団法人武雄杵島地区医師会ほか６団体 

 補助事業費 ６０１，２３５，６３５円   
財政的援助内容 補助金 

 補助金交付額 １１２，３３１，０００円   

監査実施団体数   ２団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付要綱で定める対象経費の範囲及び取扱方法で適正でないもの

があった。 
総事業費に計上する経費の範囲（退職給与積立金）や総事業費から控除

する寄付金その他の収入に計上する収入の範囲が、交付要綱等に明記され

ていなかった。 
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補助金交付要綱等を整備し、その周知徹底を図られたい。 
 

 
所 管 課   健康増進課 

補 助 事 業 名 佐賀県精神障害者社会復帰施設運営事業費補助

 補助団体数 医療法人財団友朋会ほか５団体 

 補助事業費 １９４，２０２，１８７円   
財政的援助内容 補助金 

 補助金交付額 １６９，５１３，０００円   

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金の交付決定時期で検討を要するものがあった。 

当補助事業は、施設の運営費（主に人件費）を対象経費とした補助制度

であり、年度当初から経費の支払いが生じるものである。 
   しかしながら、この補助事業が、国の補助を受けていることから、国か

らの交付決定（翌年３月）通知後に県の補助金交付決定がなされているた

め、補助金の交付が遅れている。 
   補助事業を効果的に機能させ、補助事業者の負担軽減を図るうえからも、

国の交付決定を待たずに、補助金交付予定額のうち県費相当額の交付決定

を行い、補助金の早期支払いができるよう検討されたい。 
 

 
所 管 課   商工課 

補 助 事 業 名 佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

 補助団体数 佐賀商工会議所ほか３８団体 

 補助事業費 １，７１０，２６７，００１円    
財政的援助内容 補助金 

 補助金交付額 １，１８１，００３，７６３円    

監査実施団体数    １１団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付要綱の見直しが必要なものがあった。 

当補助金交付要綱では、職員設置費で補助対象職員の範囲を規定し、記

帳指導職員の人件費については補助対象外経費とされている。この事業は

平成１７年度まで国の補助事業であり、長年、運用で補助対象外職員であ

る記帳指導職員の人件費も、事業費で補助対象経費として認めてきている。

しかしながら、平成１８年度にこの事業が県単独補助制度へ移行したに

もかかわらず、従来の運用による取扱いが行われていた。 

補助金交付要綱に対象経費の範囲を明記するとともに、その取扱い方法

についての見直しを行い、補助金交付団体に対する指導の徹底と周知を図

られたい。 

 

 
所 管 課   農地整備課 

補 助 事 業 名 佐賀県新農業水利システム保全対策事業補助 

 補助団体数 白石土地改良区ほか４団体 

 補助事業費 ５８，９００，０００円   
財政的援助内容 補助金 

 補助金交付額 ４５，２８０，０００円   

監査実施団体数   ３団体 
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監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付要綱の見直しが必要なものがあった。 

補助金交付要綱によると、新農業水利システム保全計画策定事業は、今

後１０年間の水利システム（水門、ポンプ等）の保全計画（改修等の計画）

を策定するというものであるが、監査の結果、３年間かけて既存の水利シ

ステムの位置図、施設内容等を電子化して地図情報化し、その作業と並行

して計画策定することとされていた。 

   地図情報化した上で計画策定しようとするものであり、地図情報化に要

する経費が大半であるにもかかわらず、補助金交付要綱上、地図情報化に

要する経費が補助対象とはなっていない。 

   本来、地図情報化は、業務の IT（情報技術）化が必要であれば、計画策

定とは別に、対象事業として設けるべきものである。 

   全額国庫補助であり、国が認めているということではあるが、補助金交

付要綱に明記されたい。 

 

 
所 管 課   生産者支援課 

団 体 名   唐津農業協同組合ほか１３団体 

利子補給事業名 佐賀県農業近代化資金利子補給 

 補給団体数 唐津農業協同組合ほか１３団体 

 平均貸付残高 １５，７９５，５０６，５３１円   
財政的援助内容 利子補給 

 補給金交付額 １４８，８２２，９７９円   

監査実施団体数   ２団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）利子補給金交付要綱の見直しが必要なものがあった。 
佐賀県農業近代化資金利子補給金交付要綱が平成１８年度に改正され、

第２条の表が削除されているにもかかわらず、同要綱の様式第２号の注２

の中で、「第２条の表の第５号に掲げる資金」などと、記載されていた。 
規定の整備を行われたい。 

 

 
 
３ 指定管理者関係 

 
所 管 課   体育保健課 

団 体 名   佐賀県ヨット連盟 

補 助 事 業 名 佐賀県ヨット連盟運営事業費補助 

 補助事業費 １３，４１１，７４６円    補助金 

 補助金交付額        １３，４１１，７４６円 財政的援助内容 

公の施設の 

管 理 
施 設 名 佐賀県ヨットハーバー 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）指定管理業務の運営に関し、職員の配置で不適正なものがあった。 
救助・指導員２人について、別の補助事業による職員及び県体育協会派

  遣職員を配置し、県もそれを了承していた。 
 

（２）事業報告書の作成・確認で不適正なものがあった。 
管理運営業務仕様書により、事業報告書の書式は、県と指定管理者で協
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議のうえ定めることとなっているが、指定管理者が任意に作成した事業報

告書が提出されていた。 
また、提出された報告書は、次のとおり不適正であった。 
・施設の維持・管理関係の実績等の記載がない 
・自己評価が実施されていない 
・無料の施設利用者の報告がない 
事業報告書は、管理運営の状況を把握し、適正になされているか検証し、

翌年度の運営に活用するために必要なものである。 

 書式については、県と指定管理者で協議のうえ定めるとともに、県は、

報告書を十分に検証されたい。 

 
（３）施設に係る備品一覧表が指定管理者に送付されていなかった。 

平成１８年度協定締結の際に備品一覧表が県から指定管理者に送付され

ていなかった。備品管理を徹底されたい。 
 
（４）施設使用許可で適正でないものがあった。 

施設使用許可は、管理運営業務仕様書で指定管理者が行うこととなって

いるが、許可権者は以前の教育長のままとなっていた。 
 
（５）給与規程の整備が必要なものがあった。 

補助対象経費の支出根拠となる給与規程で、通勤手当に関する定めが整

備されていなかった。補助団体の指導を徹底されたい。 
 
（６）補助金交付要綱で見直し検討が必要なものがあった。 

補助目的は、海洋スポーツの普及振興を図るため、県ヨットハーバーに

おいて指導業務に従事する職員に対する補助であるが、補助対象職員が補

助期間内に、海外遠征のため、職場を離れて業務に従事していない期間が

あった。 
 

 
所 管 課   人権・同和対策課 

団 体 名   社団法人佐賀県部落解放推進協議会 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 佐賀県解放会館 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）実績報告書の審査で不十分なものがあった。 

指定管理事業の実績として、協議会から次のとおり報告されているが、

事業は、会館を活用したものでなければならず、よって④、⑤の事業は指

定管理事業ではなく、団体の自主事業である。 

このように県は、実績報告書を精査していない。 

   ① 同和問題県民対象研修会（７月２５日、解放会館） 

   ② 同和問題集中講座（８月２９日、解放会館） 

   ③ 差別の現実に学ぶ研修会（１０月２６日、解放会館） 

   ④ 同和問題市町講座（７月２１日～３月２０日、各市町会場） 

   ⑤ 同和問題地区別研修講座（１月１５日～２月６日、各地区会場） 

 

（２）基本協定書に基づく事業報告書の提出が遅れていた。 

年度終了後、事業報告書の提出期限は、基本協定書第１６条において次

のとおり定められている。 
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一方、平成１８年度業務仕様書においては、いずれも６月末日までと定

められており、矛盾している。整合性を図るよう規定を整備されたい。 

   なお、すべて６月１３日付で提出されていた。 

   ① 管理運営業務の実施状況       年度終了後速やかに 

   ② 会館の利用状況           年度終了後速やかに 

   ③ 利用料金の収入の実績        年度終了後３月以内 

   ④ 管理運営業務に要する経費の収支決算 年度終了後３月以内 

 

（３）利用促進についての方針で検討を要するものがあった。 

解放会館の設置の目的からすると、指定管理者は、主催事業を始めとし

た同和問題に関する行事を中心に、会館の利用促進を図るべきである。一

方、施設の利用料金表では、同和問題以外の行事も利用が想定されている

ことから、空いた日においては、広く利用されるよう、ＰＲすべきかとも

考える。この点について協定書、業務仕様書において定めがなく、指定管

理者は対応に苦慮している。県においては、解放会館の利用をどのように

図っていくのか、その中で、同和問題以外の行事による利用の範囲をどこ

まで認めるのか、どうＰＲしていくのか等の方針を明確にして、指定管理

者に示されたい。 

 

（４）物品の管理で、適切でないものがあった。 

平成１８年度に整備されたＡＥＤ（自動体外式除細動器）が、備品とし

て管理されていなかった。 

県で購入され、現物は解放会館に設置されていたが、県と協議会との管

理運営に関する協定書第６条に定める管理物件として備品台帳に記載され

ていなかった。 

また、備品台帳に記載されている備品で、他団体で使用されているもの

があった。 

   ・ 両袖机   １ 

・ 応接セット １ 

他団体に貸付している備品については、県において早急に備品の貸付手

続きを行われたい。 

 

 
所 管 課   母子保健福祉課 

団 体 名   社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

財政的援助内容 
公の施設の

管 理 
施 設 名 佐賀婦人寮 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）厚生省令に定める施設整備がなされていなかった。 

婦人保護施設に設置が義務づけられている相談室、静養室、医務室、作

業室が整備されていない。特に相談室については、佐賀県社会福祉協議会

では必要性を感じて、県に要望したが、困難であったため、現在は、夜、

職員が宿直の際に、事務室で対応している。 

   入所者の相談への対応、指導に支障のないよう、検討されたい。 

 

（２）財産の管理で不適切なものがあった。 

公の施設の管理委託団体であった社会福祉協議会が措置費等を財源とし
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て設置した構築物、改修した施設、購入した備品は県の財産とすべきであ

るが、県の財産とはなっていない。 

これらについては、事故の際の責任問題もあることから、県の帰属とし

た上で、管理されたい。 

   ア 構築物 

佐賀婦人寮（社会福祉協議会）が県有地の上に設置した形となって

いるが、土地の使用許可の手続がとられていない。県と社会福祉協議

会は、構築物を県の所有として管理されたい。 

（アルミ製玄関正門門扉） 

   イ 備品 

     「佐賀県婦人保護施設佐賀婦人寮の管理運営に関する協定書第６条

の規定により、県が佐賀婦人寮（社会福祉協議会）に管理させる物件

は、県が別に定める財産台帳及び備品台帳のとおりとされ、台帳が示

され、そこに記載された備品は、平成１８年度末現在、８品目（９個）

である。 

     また、同協定書第１１条第１項の規定により、佐賀婦人寮（社会福

祉協議会）が措置費等で備品等を購入した場合は、県が定める備品台

帳にその旨記載するとともに、その帰属は県のものとするとされてい

る。 

     以上は、平成１８年度の協定に基づくものであるが、平成１７年度

以前は、佐賀婦人寮（社会福祉協議会）で購入した備品に関する定め

がなかったこともあり、既に購入した備品はすべて佐賀婦人寮（社会

福祉協議会）の帰属となっている。 

     このようなことから、県が管理すべき備品として示したものは、上

記８品目（９個）に過ぎない。 

     過去に佐賀婦人寮（社会福祉協議会）が購入した備品を県の所有と

して管理されたい。 

 

 
所 管 課   長寿社会課 

団 体 名   社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

財政的援助内容 
公の施設の

管 理 
施 設 名

佐賀向陽園 

伊万里向陽園 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）財産の管理で不適切なものがあった。 

  ① 管理させている県備品の中で、現物の確認できないものがあった。 

    トランシーバー１台              （佐賀向陽園） 

 

  ② 公の施設の管理委託団体であった社会福祉協議会が措置費等を財源と

して設置した構築物、改修した施設、購入した備品は県の財産とすべき

であるが、県の財産になっていない。 

これらについては、事故の際の責任問題もあることから、県の帰属と

した上で、管理されたい。     （佐賀向陽園、伊万里向陽園） 

   ア 構築物 

     社会福祉協議会が県有地の上に設置した形となっているが、土地の

使用許可の手続がとられていない。県と社会福祉協議会は、構築物を

県の所有として管理されたい。 
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   イ 施設 

     社会福祉協議会では、平成１８年度にトイレの改修や、居室の段差

解消及び床上げ、間仕切り壁設置工事、給茶室整備を行っており、そ

れ以前にも、エレベータの設置等、施設改修を行っているが、県の施

設を改修することについて、県との間で、書面での手続がなされてい

ない。（改修後には県に報告しているとのこと） 

     このため、県は、改修後の施設を県の財産としていない。 

     本来、県の施設を改修できるのは、県のみである。社会福祉協議会

が勝手に改修したのではなく、社会福祉協議会の申し出を受け、改修

を了承したのであれば、適正に書面で手続を行うべきであり、また、

改修部分を寄付受納で受入れ県の財産として管理されたい。 

   ウ 備品 

     「佐賀県立養護老人ホーム佐賀向陽園及び伊万里向陽園の管理運営

に関する協定書第６条の規定により、県が社会福祉法人に管理させる

物件は、県が別に定める財産台帳及び備品台帳のとおりとされている。

しかし、別に定める財産台帳は社会福祉協議会に示されていない。 

     また、同協定書第１１条第１項の規定により、社会福祉協議会が措

置費等で備品等を購入した場合は、県が定める備品台帳にその旨記載

するとともに、その帰属は県のものとするとされている。 

しかし、社会福祉協議会は、平成１８年度に購入した備品等につい

てその手続をとっておらず、備品等は社会福祉協議会の帰属となって

いる。 

     以上は、平成１８年度の協定に基づくものであるが、平成１７年度

以前は、社会福祉協議会で購入した備品に関する定めがなかったこと

もあり、既に購入した備品はすべて社会福祉協議会の帰属となってい

る。 

     過去に社会福祉協議会が購入した備品を県の帰属として管理された

い。 

 

（２）施設を民間譲渡する際の純資産額の取り扱いを検討されたい。 

（佐賀向陽園、伊万里向陽園） 

① 平成１８年度末純資産額 78,767,914 円（佐賀向陽園分） 

 内訳 次期繰越金  73,067,914 円 

    その他積立金  5,700,000 円（人件費積立金 700 千円、修

繕積立金 5,000 千円） 

 

② 平成１８年度末純資産額 77,508,302 円（伊万里向陽園分） 

 内訳 次期繰越金  68,408,302 円 

    その他積立金  9,100,000 円（人件費積立金 7,000 千円、修

繕積立金 2,100 千円） 
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所 管 課   障害福祉課 

団 体 名   社会福祉法人佐賀ライトハウス 

財政的援助内容 
公の施設の

管 理 
施 設 名 佐賀県立点字図書館 

 

監 査 の 結 果 

 

（１）休館日の運用で不適正なものがあった。 

   佐賀県立点字図書館設置条例施行規則第４条の規定で、休館日は、月曜

日及び１２月２９日から翌年の１月３日までとされているが、事業計画書

には閉館予定日として、毎週月曜日及び祝祭日他と記載され、現に祝祭日

に休館されていた。 

   県は、指定管理者から事業計画書が提出された際、規則に基づく運用を

指導すべきであった。 

 

（２）事業計画書のとおり事業が実施されていないものがあった。 

   事業計画書において、利用者からの意見を点字図書館運営に反映させる

ため、点字図書館、利用者団体である 佐賀県視覚障害者団体連合会、ボ

ランティア団体である点字図書館友の会の代表、各々数名からなる「点字

図書館運営懇談会（仮称）」を立ち上げることとされているが、設置されて

いなかった。 

 県は、事業計画書に基づく事業実施を指導すべきである。 

 

（３）備品管理業務で適正でないものがあった。 

佐賀県立点字図書館管理運営業務仕様書第２の管理基準によれば、県か

ら無償貸与されている巡回用車両の、自動車保険については、指定管理者

が一定条件以上の内容で加入し、保険証の写しを県に提出するようになっ

ているが提出されていなかった。又、県も提出要求をしていなかった。 

 

（４）指定管理業務で不適正なものがあった。 

県は、業務仕様書において、指定管理業務の「点訳奉仕者及び録音奉仕

者の研修の実施」について、「 佐賀県視覚障害者団体連合会（以下「視覚

連」という。）の実施する点訳奉仕者及び録音奉仕者の研修のために必要な

場所を提供し、当該研修の講師として対応できる者を職員に配置すること」

と定めている。 

監査の結果、県は佐賀県障害者社会参加推進センターに、「障害者社会参

加総合推進事業」を委託（平成１８年度１６，９４６千円）し、同センタ

ーは、そのうち視覚障害者関係の事業を、視覚連に再委託（平成１８年度

は９事業７，４８０千円）しているが、点字図書館内に事務所を置く視覚

連には職員がいないため、委託費の中に人件費は含めず、ライトハウスの

職員がこれらの事業の事務を行うものとして組み立てられ、そのうちの点

訳奉仕員養成事業及び朗読奉仕員養成事業に職員として協力することが指

定管理業務として位置付けられていた。 

しかし、身体障害者福祉法第３４条の規定によると、点字図書館は、無

料又は低額な料金で、点字刊行物、視覚障害者用の録音物等を製作し、若

しくは利用に供し、又は点訳等を行う者の養成若しくは派遣等の便宜を供

する施設であるとされていることから、点訳奉仕員養成事業及び朗読奉仕

員養成事業は、指定管理業務として、ライトハウスに直接委託すべき業務

である。 

指定管理業務及び障害者社会参加総合推進事業の委託業務について、見

直しを行われたい。 
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所 管 課   健康増進課 

団 体 名   特定非営利活動法人佐賀県難病支援ネットワーク 

財政的援助内容 
公の施設の

管 理 
施 設 名 佐賀県難病相談・支援センター 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）指定管理者の公募に際し、業務仕様書を作成していなかった。 

平成１６年度から平成１８年度まで、県は指定管理者として行うべき業

務について、業務仕様書を作成せず、指定管理者の事業計画に基づく管理

運営に任せており、県としての主体性がない。 

（２）指定管理業務の範囲・内容・運営組織について、検討を要するものがあ

った。 

平成１９年度から、県は業務を限定して経費を削減し、人件費を１名分

としている。 

１名分の人件費で施設の維持管理と十分な支援相談業務が行え、公の施

設の設置目的が達成できるかを検証されたい。 

 

（３）施設利用に関し、利用料金制の導入を検討されたい。 

施設としては、地域交流活動室、研修室、談話室、会議室が整備されて

いるが、県条例では施設使用料については管理規則で徴収しないとなって

いる。 

施設の有効活用と指定管理者の自主事業への支援策となるよう、利用料

金制の導入について検討されたい。 

 

 
所 管 課   生産者支援課 

団 体 名   佐賀県総合射撃推進協会 

財政的援助内容 
公の施設の

管 理 
施 設 名 佐賀県射撃研修センター 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）事業計画に基づく事業を実施していないものがあった。 

教習射撃場の指定を受けて運営する計画となっていたが、未だ実施され

ていない。 

 県は、事業計画に基づく事業実施を指導されたい。 

 

（２）施設の管理で適正でないものがあった。 

県の許可を得ることなく、可動式のクレー放出機を置いていた。 

指定管理者に早急に無許可施設を撤去させ、あるいは、必要であれば施

設使用の許可を行われたい。 

 

（３）公の施設の利用状況で検証を要するものがあった。 

県外の者の利用が大半という状況であった。公の施設の設置目的に照ら

し、これでよいのか検証されたい。 

そのうえで、県の施設として存続するのであれば、設置目的を達成する

ための目標と目標達成のための利用方針等について、指定管理者と協議し

て作成されたい。 

また、利用料金制となっておらず、利用者の増加が指定管理者のメリッ

トとなり得ていない。指定管理者のインセンティブの働く仕組みを検討さ

れたい。 

 



 - 67 -

所 管 課   建築住宅課 

団 体 名   マベック・松尾建設共同企業体、佐賀県住宅供給公社 

財政的援助内容 
公の施設の

管 理 
施 設 名 県営住宅 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）県が業務仕様書で示した業務のうち、防火管理者としての業務実施で不

適切なものがあった。 

   消防法に基づき、１棟あたりの収容人員が５０人以上の県営住宅につい

ては、防火管理者及び消防計画を定めて消防署長に届け出るとともに、消

防計画を実施することが義務づけられている。 

   指定管理者は、防火管理者の選任は行ったものの、消防計画の作成等は、

未実施であった。 

   原因は、指定管理者は、県営住宅である以上、既に、県で消防計画は作

成済みと思っていたものの、作成されていなかったことによる。 

   県において、早急に消防計画案を作成し、指導されたい。 

 

（２）家賃未納者に対する指導コストの指定管理経費の算定について検討を要

するものがあった。 

   住宅使用料は利用料金制でなく、住宅使用料の収納事務については、指

定管理者と別に収納事務委託契約を締結して実施されているが、収納事務

に関する経費が算定されていない。（指定管理前の管理委託時は、収納委託

事務は無償） 

   このことは指定管理者としては、家賃滞納者への納入指導を強力に実施

することはコストが掛かることとなり、指定管理者のメリットとなりにく

いものである。 

   従って、使用料の徴収率を上げる方策としては、一定の徴収率以上の収

納があった場合は、褒賞の意味からも一定額の指定管理経費として算入で

きる仕組みを検討されたい。 

 

（３）空家修繕の修繕料の算定について検討を要するものがあった。 

   入居者の退去による次の入居者のための修繕（空家修繕）費の算定は、

過去３ヶ年の平均退去戸数に一戸当り２０万～２５万円を乗じて算定され

ているが、計画戸数より大幅な退去者が発生した場合は、指定管理者とし

ては赤字が発生することとなる。 

   精算方式とするなど、合理的な方法に改善されたい。 

 

 
所 管 課   森林整備課 

団 体 名   財団法人スマイルアース 

財政的援助内容 
公の施設の

管理委託 
施 設 名 佐賀県立二十一世紀県民の森 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）自己評価が実施されていなかった。 

管理運営業務仕様書により、利用者等の意見や要望を把握し、運営に反

映させるよう努めるとともに、その結果について県に報告することとなっ

ているが、実施されていなかった。 

   自己評価の実施を指導されたい。 
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（２）施設の管理について検討を要するものがあった。 

木工芸センター及び多目的広場については、平成１８年度ほとんど利用

実績がなく遊休化している。（平成１７年度も同様）また、多目的広場のテ

ニスコートは、コート面が凸凹した状態でとても利用できるとは思えない

状態である。 

同施設内の備品も老朽化しており、県は指定管理者と今後の施設のあり

方について協議し、施設の改修又は備品の更新・処分を検討されたい。 

 

（３）施設の管理で適正でないものがあった。 

 森林学習展示館の建物西側壁のタイルが一部はげ落ちているため、落下

飛散防止用のネットをかぶせて応急処置が行われているが、来館者の安全

確保はもとより、長期間放置すると施設のイメージも悪いので、早急に修

復工事を行われたい。 

 

 
所 管 課   文化課 

団 体 名   乃村・松尾宇宙科学館活性化共同事業体 

財政的援助内容 
公の施設の

管 理 
施 設 名 佐賀県立宇宙科学館 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）行政財産の目的外使用許可申請がなされていないものがあった。 

   飲料水等の自動販売機が無断で設置され、業者から売上げ手数料が収入

されていた。 

使用許可を行うとともに、適正な使用料を徴収されたい。 

 

 


